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札幌法務局長

髙　村　一　之

最近の登記行政について

本年 ４月に札幌市民の仲間入りをさせていただ
き、早いもので、半年が過ぎました。この間、札
幌土地家屋調査士会及び会員の皆様には、民事法
務行政、取り分け、不動産の表示に関する登記制
度の適正かつ円滑な運営に御協力をいただき、心
から感謝申し上げます。
現在、法務局では、国民の皆様の期待と信頼に
応えるため、様々な取組を実施し、行政サービス
の向上に全力で取り組んでいるところですが、そ
の取組の一部について紹介したいと思います。
まず、地図行政の基盤となる「登記所備付地図
の作成」についてです。
登記所備付地図作成作業については、政府の経
済財政改革の基本方針に盛り込まれるなど、その
重要性が広く認識されており、作業の進捗状況や
成果に対する関心も高くなっております。当局に
おいては、これまでに札幌市及び千歳市において
７平方キロメートル以上の地図を作成してきてお
り、本年度は、札幌法務局西出張所管轄の札幌市
手稲区金山稲穂地区について作業を行っていま
す。本作業は地域住民への貢献度の高いものです
ので、今後とも、会員の皆様の御理解と御協力を
よろしくお願いいたします。
次に、「筆界特定制度」についてです。
平成１８年 １ 月の施行から ８年が経過し、当局に
おいては年々事件数が増加傾向にあります。本年
７月末において、既に昨年とほぼ同数の事件数に
到達しており、本制度が相当に定着してきたので
はないかと思われます。
会員の皆様には、筆界調査委員として、また、
筆界特定の申請代理人として、御尽力をいただい
ているところですが、本制度の適正・円滑な運用
は、登記所備付地図作成作業とともに、法務局に
課せられた最重要課題と位置づけられていますの
で、今後とも、特段の御理解と御協力をお願いい
たします。

次に、「登記のオンライン申請の利用促進」に
ついてです。
平成２６年度以降の新たな政府の計画として、

「オンライン手続の利便性向上に向けた改善方
針」が本年 ４月 １日付けで決定されました。この
改善方針は、昨年 ６月に閣議決定された「世界最
先端ＩＴ国家創造宣言」に基づき決定されたもの
であり、引き続き「登記手続」は重点手続の一つ
として位置づけられ、業務プロセス改革の対象と
されています。オンライン利用率が業務プロセス
改革の成果指標とされていることから、これまで
と同様に、利用促進のための継続的な取組が必要
となります。
法務省では、オンライン利用率の向上に向け、

平成２３年 ２ 月から「登記・供託オンライン申請シ
ステム」の運用を開始し、インターネットでの証
明書請求を可能としたほか、同年 ４月からは、オ
ンライン請求による登記事項証明書の窓口交付も
可能としました。
登記手続全体のオンライン利用率は、皆様方の

御協力のお陰で着実に向上しておりますが、全国
的に見ますと、当局のオンライン利用率は必ずし
も高いとはいえない状況となっております。引き
続き、オンライン利用率の向上に向けて、オンラ
イン申請の最大の担い手であります会員の皆様
に、更なる利用促進についての御協力をお願いい
たします。
次に、「土地家屋調査士・司法書士不在市町村

の問題」についてです。
現在、北海道は、人口減少に加え、札幌市等へ

の人口集中も進んでいるため、多くの市町村にお
いて過疎化、高齢化が進んでおり、土地家屋調査
士、司法書士が不在である市町村も相当な数に
上っております。これにより、過疎地域の住民、
特に公共交通機関の廃止等により交通手段を持た
ない高齢者を中心に、登記手続等が困難な状況が

5909101.indd   2 2014/11/19   19:38:20



さっぽろ

3No.234

拡大しております。
本年 ５月に、このような、資格者不在地域にお
いて当局と調査士会・司法書士会が連携して行う
サービスの提供についての意見交換会を実施した
ところです。
今後も、定期的に意見交換を行うとともに、具
体的な取組についても実施していきたいと考えて
おりますので、引き続き、よろしくお願いいたし
ます。
また、行政サービス向上の一環として、本年 ６
月 １日及び１０月 ５ 日に「法務局休日相談所」を開
設し、貴会及び多くの会員の皆様方にも多大なる
御協力をいただきました。相談者のアンケートに
よれば、休日相談所開設の取組を高く評価する声
がたくさん寄せられております。
休日相談所の開設については、地域住民の方々
に対する行政サービスの向上につながるととも
に、土地家屋調査士制度、司法書士制度等の周
知・広報にも有効なものと考えております。今後
も、地域住民のニーズに応えるため、開催を計画
しておりますので、御協力をお願いいたします。
最後に、東日本大震災の被災地における法務局
の取組を御紹介いたします。東日本大震災の発生

から ３年半の月日が経ちましたが、被災地はいま
だ復興の途上にあります。被災地の法務局におい
ては、倒壊建物の職権による滅失登記、境界の復
元・地図の修正作業等を実施しているところです
が、復興に伴う登記事件も増加しております。復
旧・復興のために法務局の果たすべき役割も重要
性を増すとともに、より一層スピード感を持って
対処することが求められており、現在、全国の法
務局が一丸となって被災地の法務局を支援してい
るところであります。被災地における復興事業の
実施に当っても、表示に関する登記の専門家であ
る皆様の御理解と御協力が不可欠であることはい
うまでもありません。
私ども札幌法務局は、地域住民の皆様に対し

て、より質の高いサービスを提供できるよう様々
な取組を行っていきたいと考えておりますが、そ
のためには、土地家屋調査士の皆様方とのより緊
密な連携・協力関係が不可欠であります。これか
らも地域貢献のため、より積極的に諸事業を展開
していく所存ですので、札幌土地家屋調査士会及
び会員の皆様には、引き続き、御支援のほどをお
願いいたします。
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桑　田　　　毅
札幌土地家屋調査士会会長

年末にあたって

師走を迎え街中ではイルミネーションが目を楽
しませてくれる季節となりました。会員の皆様に
は時節柄何かとお忙しい中ご健勝にてご活躍され
ていることと存じます。また平素より札幌土地家
屋調査士会の会務運営にご理解とご協力をいただ
き心から感謝申し上げます。　
本年を振り返ると東日本大震災から ３年 ８カ月
が過ぎ被災地支援が本格化しておりますが、その
なかでも地域差が大きいと伺っております。特に
福島ではいまだ厳しい状況が続いており、さらに
今後も長い道のりが予想されます。
また、台風や大雨等による自然災害も各地で甚
大な被害をもたらしました。被害に遭われた方に
は心からお見舞い申し上げ早期の復興を心から祈
念いたします。
このような各地の災害に鑑みて北海道における
士業の「防災ネットワーク」を構築すべく、札幌
土地家屋調査士会が札幌弁護士会と共に提案して
「六士会」を構成している北海道税理士会、日本
公認会計士協会北海道会、（公社）北海道不動産
鑑定士協会、札幌司法書士会と連携し協議を続
け、その後北海道行政書士会も加わり「札幌地域
災害復興支援士業連絡会」として政令指定都市で
ある札幌市と防災協定を１１月に締結致しました。
今後も士業それぞれが持っている職能を十分発揮
して社会に貢献してまいりますと共に、活動範囲
を北海道全域に広げる予定です。
国内経済は第二次安倍内閣において掲げた一連
の経済対策（いわゆるアベノミクス）が一定の成
果をあげているとして、さらなる経済対策と財政
の健全化のために本年 ４月から消費税の増税が行
われ、その後の動向が注目されていましたが、消
費税引き上げ前のいわゆる駆け込み需要の反動減
は出たものの、大企業における空前の経営黒字や
賃金の大幅値上げ、また複数の業種における人手
不足、輸出や設備投資の増加等景気は回復基調が

続いています。さらなる消費税の増税が注視され
るところであります。
土地家屋調査士を取り巻く環境も、司法制度改

革をはじめとするさまざまな制度の改革、またい
わゆる電子政府の推進による不動産登記法、土地
家屋調査士法等一連の改正により大きく変化して
います。
当会では札幌市長に対して平成２３年１０月に札幌

市が実施している「地図整備事業」区域の筆界未
定地の解消に土地家屋調査士を活用いただくよう
要望書を提出し実現を目指した事業が、一昨年初
めて ２箇所について受注する事ができ、本年もま
た継続して受注し、本事業を通じても土地家屋調
査士の職能をもって社会に貢献する事が可能とな
りました。
また裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する

法律、いわゆるADR法の施行を受けて現在は全
国５０の各土地家屋調査士会すべての会に境界問題
の解決のための機関が設置され活用されておりま
す。日本土地家屋調査士会連合会でもこのことを
契機に「境界紛争ゼロ宣言」として発信し、土地
家屋調査士が唯一「境界の専門家」として社会に
於いて存在する意義を、官公署はもちろん国民全
体に認知していただくべく１１月に全国規模のシン
ポジウムが東京に於いて開催されました。
さらに法務省所管でありますが筆界特定制度に

おける筆界調査委員として当会より５１名がその職
能を発揮しております。
今後は土地の境界をめぐる紛争を解決する事を

目的とする両制度が互いの特徴等を踏まえて協
力、連携する事でさらに利用者の利便性に応えて
いくものと考えます。
会員各位には今後も自然環境や社会、経済の状

況を注視し、土地家屋調査士の制度また業務の環
境にも常に国民の利益となるようしっかりと対応
していかなければなりません。
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また，会員一人ひとりが高い倫理観を持ちその
職能を発揮し、有資格者として、また一人の人間
として大きな夢と希望を持ち先人を敬い、人を愛
し、後輩を育てる人間とならなければならないと
考えております。
札幌土地家屋調査士会は土地家屋調査士制度の
長い歴史に誇りを持つとともにより一層の研究、
研鑚を重ね、高い倫理観のもと社会の期待でもあ

る「不動産の表示に関する登記手続の円滑な実施
に資し、もって不動産に係る国民の権利の明確化
に寄与する」ことを目的としてさらに事業を推進
してまいります。
結びに、会員の皆様には年末ご多忙の折ではご

ざいますが、お体にお気をつけて良き年をお迎え
ください。
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和　田　正　司
公益社団法人札幌公共嘱託登記土地家屋調査士協会専務理事

公嘱協会の今後の展望について

公益目的事業「不動産に関する権利の明確化推
進事業」を旗印に公益社団法人札幌公共嘱託登記
土地家屋調査士協会として新たなスタートを切っ
て早 １年 ７カ月が経過しました。公益社団法人と
してのガバナンスとより高いコンプライアンスの
確立、そして健全で効率的な組織運営をすべく鋭
意努力しているところであります。
協会の運営は自主運営であります。その財政の
源は受託業務にあり、安定した運営基盤は安定し
た業務の受託にあります。しかし、北海道の経済
は厳しく、緊縮財政の中、未だ先を見通せない状
況下です。協会においても大変厳しい運営を強い
られている現状で、何とか安定した業務受託の確
保を目指し、積極的な啓発活動の重要性を改めて
感じているところであります。
平成２４年度、２５年度の啓発活動の一つとして、
理事長が札幌法務局管轄全６２市町村の訪問を実施
しました。担当部署を回り、公嘱協会の業務、土
地家屋調査士制度の啓発、そして各市町村の財産
管理、処分、嘱託登記の実状等を調査してきまし
た。大半の市町村において、土地家屋調査士業務
（ ３条業務）に理解が薄く、用地確定測量も分筆
測量も測量コンサルタントに委託するものだとい
う残念な現状でした。
今年度の啓発事業として、官公署の担当者を対
象とする講演会（北公連主催）を ７月１８日に札幌
東急インにおいて開催しました。
『講演会』－正確な地図づくりを考える－
―不動産登記法の目的である「取引の安全と円
滑に資すること」の実現を目指し、不動産登記制
度における「土地」「建物」を詳細な調査・測量
により、精度・正確さを保持した地図づくりは、
不動産取引の安全を保障し、官民の皆様が安心し
て取引できるようにすることの基礎であると共に
防災及び災害復旧への足掛かりともなります。現
代的な測量技術に基づき土地の正確な位置・形状
を表した「正式地図」、そして登記所へ提出され
る「地積測量図」。その正確な地図づくりを考え
ます。―という案内文で参加を呼びかけました。

第 １部『地積測量図はだれ宛？』
� 講師　高見雅之（全公連理事）　 　
第 ２部�『国土調査法第１9条 ５ 項の活用と嘱託登

記業務』
� 講師　榊原典夫（全公連副理事長）
第 １部では官公署の役人として、用地測量、地

積測量図作成に携わった講師が当時の苦労話、経
験談から正確な地図づくりとしての「地積測量
図」の役割を話して頂きました。
第 ２部では今後の土地家屋調査士業務の拡大に

大いに結びつく「国土調査法第１9条 ５ 項」の業務
を実際に担当した講師（岐阜協会理事長）からそ
の活用についてと岐阜協会が作成した嘱託登記の
マニュアル本の解説がありました。
この講演会の目的は官公署（国、北海道、市町

村）に土地家屋調査士業務、公嘱協会の業務につ
いてより理解を得て、業務拡大に結びつけること
でした。
出席者は　国関係２８名、北海道関係２８名、市町

村関係５３名、その他 １名、土地家屋調査士４３名　
合計１５３名で会場は満席状態となり今後の啓発活
動に弾みをつける講演会となりました。
『正確な地図づくりは安全で安心な街づくり』

であります。公嘱協会は公益社団法人として業務
拡大により安定した運営を図り、今後とも専門職
能を遺憾なく発揮して、公益事業、社会貢献事業
としての市町村との「防災・災害に関する協定」
締結も視野に入れて、『地図づくり、街づくり』
に貢献してまいる所存であります。ご支援ご協力
のほどよろしくお願い申し上げます。
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大　場　英　彦
札幌土地家屋調査士政治連盟会長

｢土地家屋調査士制度と政治について｣

札幌土地家屋調査士会会員、札幌土地家屋調査
士政治連盟会員の皆様には、平素より政治連盟の
活動に関しご理解とご協力をいただいていること
に心より感謝申し上げます。

まず、土地家屋調査士政治連盟については、繰
り返しお話していますが、特定の政党、政治家を
応援するものではなく、土地家屋調査士の要望を
スムーズに政策に反映してもらう事を目的として
います。
土地家屋調査士政治連盟の規約でも、政治連盟
の目的は「土地家屋調査士制度の充実・発展のた
めの政治活動を行うことによって、土地家屋調査
士の地位の向上を図るとともに不動産登記制度及
び国民の権利擁護に寄与することを目的とす
る。」こととされています。

政治について少し考えてみますと、「政治」と
表現すると、それはあまりにも漠然としていて分
かりづらいものとなります。
ドイツ出身で第二次世界大戦中にアメリカ合衆
国に亡命した政治哲学者のハンナ・アーレント　
は、『人間の条件』（１9５８年出版）の中で政治を自
己とは異なる他者に対して言語を使って働きか
け、結合する行為であると捉えています。つまり
政治とは人々が善い社会で生活することを達成す
るために、社会に対して働きかけることであり、
また何が善いことかという判断に関する議論を伴
うものであると言うことができる。と述べていま
す。
「政治とは」となると、システム的なことが話
題にされます。曰く、二大政党制度がとか、政治
資金の関係とか、小選挙区制度がとかと言う話で
す。
政治の本質とは、最大多数の最大幸福の是非、
内容を論議し、将来の社会的ビジョンを語る場で

あろうかと思います。
１9１４年 ７ 月２８日オーストリアがセルビアに宣戦

布告をして第一次世界大戦開戦から今年は１００年
にあたります。「新しい世界史が始まった」とさ
れるこの戦争で、現在でも抱えるウクライナ紛
争、中東・イスラエル問題もその原因はこの時に
発生しています。
政治という事には、決して虫視眼ではなく鳥視

眼で長期的な展望を持つことが必要でしょう。

我々、土地家屋調査士のような士業、専門サー
ビス業にとってその制度は社会のニーズによって
変化します。しかし、一般的な私企業のように純
粋な利潤を追求したものではないことと、士業法
に基づき運用されている個人の資格であるため
に、その営業項目を変更させるためには、法律の
変更が必要となります。
土地家屋調査士に対する筆界特定の代理権や

ADR代理権の付与等が良い例です。社会的に大
きな要望、国民のニーズがあっても、土地家屋調
査士の営業項目を増やすためには、法律によって
付加することが必要となってくると言うことで
す。
従って、社会のニーズに対応するためにも、立

法権を持つ国会に関係する機関と情報交換は密に
行う必要があります。国会議員にその業務の必要
性を理解してもらう必要があります。なぜなら、
不動産の登記は国家の根幹をなす重要な事項です
が、多くの人にとっては、一生のうちに数度しか
関係しない事なので、あまり話題になることがあ
りません。
これら立法に関する事は、主に、全国組織であ

る「全国土地家屋調査士政治連盟」が担う内容と
なります。

一方、北海道、管区内の市区町村等の地方公共
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団体との情報交換は、直接の接点となる「札幌土
地家屋調査士政治連盟」の役割です。勿論、全国
土地家屋調査士政治連盟との役割で、互いに補完
する内容も含みます。
現在、国交省で推進している地籍調査事業は、
地方公共団体によって実施されていますが、それ
には、制度発足から培ってきた地図に関する専門
的な知見、不動産登記法第１４条地図作成で改めて
評価されている土地家屋調査士の分野での経験
が、大きな役割を果たすことになってきていま

す。
我々も、土地家屋調査士のみに可能な業務を、

地方公共団体に理解してもらうように勉強会、情
報交換会等を通じて常にアピールしています。
また、土地家屋調査士が関わる、社会にとって

有用な情報の公開、便利な制度を推進してもらえ
るよう絶えず要望しているところです。
政治も土地家屋調査士が関連する不動産の制度

も、長期的なビジョンの上に成り立つものだと考
え、土地家屋調査士政治連盟は活動しています。
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山本　伸一札幌法務局民事行政部登記部門総括表示登記専門官

境界紛争解決の道しるべ

Part13　ほっかいどう地図・境界シンポジウム2014� 平成２６年 ２ 月２１日

１　筆界特定制度の概要　
筆界特定制度は、裁判外紛争解決手続として、
土地の筆界の迅速かつ適正な特定を図り、筆界を

めぐる紛争の解決に資するため、平成１８年 １ 月２０
日に施行され、すでに ８年が経過し 9年目を迎え
ております。その間、全国では、 １年平均約２, ５００
件、８年間で約 ２万件の申請があり、約 １万１, ０００
件の筆界を特定しております。北海道において
は、道内 ４局で約５００件の申請があり、約３２０件の
筆界を特定しております。法務局が行う筆界特定
制度は、公法上の境界、すなわち ｢筆界｣ の位置
を現地において特定する制度であります。そし
て、専門家である筆界調査委員、弁護士さん、土
地家屋調査士さん、司法書士さんの知識や経験を
活用しまして、筆界特定登記官が、簡易・迅速に
筆界を明らかにする制度であり、法務局保管の資
料はもとより、他の官公署等が保管している資料
をも判断材料として、筆界を探しております。

（ １）筆界特定を必要とする理由
筆界特定制度を活用するために必要な理由につ

いては、①筆界について隣接地の所有者との間で
争いがあり、筆界を特定することができない、あ
るいは、②筆界を確定する際に隣接地の所有者の
協力が得られない、あるいは確認を拒否された又
は、③承諾を得ようとした隣接地の所有者が行方
不明であるなどの理由により筆界が特定できな

第一部講演「筆界特定制度と申請事件」

筆界特定制度と境界の時効を考える
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い、あるいは申請人が所有する土地の筆界が記載
されていない、すなわち筆界未定地となっている
ような場合に筆界特定制度を利用して頂くことに
なります。

（ 2）申請人
申請人となれる人は、①所有権の登記がある場
合は、土地の所有権の登記名義人又はその相続人
その他の一般承継人ということになります。②�
所有権の登記がない場合については、土地の表題
部所有者又はその相続人その他一般承継人という
ことになります。③表題登記もないという場合
は、土地の所有者、すなわち、実質的な土地所有
者が申請人になるということになります。また、
④一筆の土地の所有権の一部を取得した方も申請
することができます。

（ 3）筆界特定申請の費用
筆界特定申請などにかかる費用については、①
申請の手数料と②手続費用の ２種類があります。
申請手数料は必ず納付していただかなければなり
ませんが、手続費用につきましては、必要となる
場合に収めていただくということになります。ま

ず、申請の際に、筆界特定の申請人は、政令で定
めるところによって手数料を納付しなければなり
ません。手数料の納付がないときには、申請は却
下されることになります。

申請手数料は、双方の土地の固定資産税の評価
価格を基準として、例えば、Ａの土地の評価額が
１, ２００万円、Ｂの土地の評価額が８００万円とします
と、評価額の合計、すなわち、評価額の合計× １
／ ２×０. ０５ということになります。すなわち、１, ２００万円
＋８００万円× １／ ２×０. ０５で、５０万円が基礎額と
なります。なぜ評価額の合計を ２分の １するかと
いうと、申請人Ａの方が申請しても、申請人Ｂの
方が申請しても同じ申請手数料となるように １／
２ということになっております。また、０. ０５掛け
るのは、法務省令で定める割合が０. ０５ということ
で定められているからでございます。これで得た
基礎額５０万円について、登記手数料令の第 ８条第
１項の表により算出することになります。

手続費用は、筆界特定のための調査の際に、測
量や鑑定のための費用を要する場合があります。
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その費用は申請人の負担ということになっており
ます。手続費用は、筆界特定登記官が査定した概
算額を、あらかじめ納めて頂くことになります。
　委託測量経費につきましては、申請人等が事前
に測量を行っていて、その資料や成果の提出が
あったり、筆界調査委員及び法務局職員が確認測
量を行った結果、その測量の範囲及び方法で問題
がないと判断した場合については、外部に委託し
て測量を実施する必要がございませんので経費は
不要になっております。ただし、測量を行ってい
ない、測量が不十分であったという場合について
は、委託測量ということで外部の方に測量を依頼
して経費が掛かることになっております。また、
鑑定経費につきましては、調査において、地質や
植生等の鑑定が必要な場合、そういう必要が生じ
た場合には、外部の専門家の方に委託することに
なります。その場合には経費が掛かるということ
になっております。

（ 4）筆界特定手続の流れと調査方法について
筆界特定の手続きの流れとして、筆界特定が申
請されますと、上段にある手順で処理がなされま
す。一般的に筆界を特定する方法は、筆界特定の
申請があった場合、対象土地を管轄する登記所か
ら申請土地、相手方の土地及び関係する一帯の土
地の登記情報及び公図・地積測量図等の資料を収
集します。筆界特定登記官と筆界調査委員は、申
請の内容と添付された資料及びこれら収集した資
料に基づき筆界特定の方法等について打合せを行
い、更に必要となる場合には他の官公署等から資
料も収集して、その資料を含めて検討することに
なります。これが、俗に言う公証資料による調査
ということになります。

公証資料による検討をした後に、筆界特定登記
官と筆界調査委員による期日を開催し、申請人、
相手方及び関係人に対して、筆界についての意見
及び資料を提出する機会を与えることになりま
す。これが、人証による調査ということになりま
す。以上の調査に基づいて筆界調査委員による現
況等確認測量又は委託測量を実施し、現地に埋設
してある境界標等の地物を検証することになりま
す。これが、物証による調査ということになりま
す。筆界特定登記官は、以上の調査結果及び筆界
調査委員の意見を踏まえて、特定した筆界点に座
標を付した筆界特定図面を添付して、筆界特定書
を作成することになります。そして、最後に、筆
界特定をした旨の公告・通知をして完了というこ
とになります。　　　
（ 5）筆界特定の処理期間について
筆界特定申請の処理期間につきましては、各法

務局、地方法務局の長が、申請から筆界特定まで
に通常要すべき標準的な期間、標準処理期間とい
いますけれども、これを定めて公にすることに
なっておりまして、その期間は、北海道の ４局全
局において ６か月と定めて処理に当たっておりま
す。ただし、北海道の場合積雪期間がございます
ので、積雪期間中につきましては、測量などの調
査ができないということから、処理期間が延びる
ことについて、申請人の方にご理解を得て処理に
当たっております。
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筆界特定登記官が筆界を特定するには、筆界調
査委員という専門家が、これを補助する法務局の
職員と共に、土地の実地調査や測量を含むさまざ
まな調査を行って、筆界に関する意見書を筆界特
定登記官に提出して、その意見を踏まえて筆界特
定をしております。現在、北海道においては、筆
界調査委員として札幌局６３名、函館局１２名、旭川
局１６名、釧路局２４名の計１１５名の有資格者の方に
任命させて頂いております。内9３名が土地家屋調
査士の方に筆界調査委員として御協力を頂いてお
ります。

（ 6）筆界特定の結果について
筆界特定の結果につきましては、筆界特定は、
新たに筆界を決めるものではないということで
す。登記された際に定められた筆界を探して、筆
界特定登記官が、筆界点を座標値で特定する方法
によって筆界特定をすることになります。従って
申請手数料を支払い委託測量の経費を支払った申
請人であっても、申請人の主張どおりの結果にな
るとは限りませんし、相手方の主張に近い結果に
なることもございます。これは、申請の際にも説
明をさせて頂いて御理解を頂いております。ま
た、筆界特定は、公的機関が筆界について適正な
判断を示したものであり、証明力を有するといわ
れております。

（ 7）筆界特定制度の活用について
筆界特定制度の活用につきましては、近年、筆

界特定の結果をまって時効を主張するケースが増
えてきております。さらには、結果を待って調停
あるいは裁判の前提とするというケースもござい
ます。筆界特定制度は、筆界に関する問題、紛争
等を抱える土地の所有者からすれば、隣人を訴え
るということはなく公的機関の判断を得ることが
可能となります。しかも、公的機関が保管する資
料の収集は、全て法務局が行うことになりますの
で、申請人の負担が大幅に軽減されるというメ
リットがあると考えられます。

（ 8）筆界特定の効力について
筆界特定の効力については、筆界特定登記官

は、筆界特定書及び図面を作成することによりま
して、筆界の位置を座標値で示すことになります
けれども、筆界特定には行政処分としての効力は
与えられておりません。よって、筆界特定の結果
に対する異議の申し立ては認められてはおりませ
ん。筆界特定登記官の筆界特定の結果に不服のあ
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る方は、境界確定訴訟を提起して頂くということ
になります。この境界確定訴訟の確定判決の内容
が、筆界特定の結果と抵触する場合になります
と、その抵触する部分について、筆界特定は、そ
れ自体失効することになります。また、筆界特定
の結果における、筆界特定書は管轄する登記所に
保管され、該当する土地の登記記録に筆界特定が
あった旨が記録されることになります。ある一定
の条件が整えば管轄する登記所の登記官が職権で
地積更正・地図等の訂正の登記をすることもござ
います。
簡単に、どういう場合に職権で登記するかとい
うことでございますけれども、筆界特定の結果に
ついて、筆界特定登記官がこの筆界特定によって
地図・地積の更正登記等をすることが相当である
というふうに認めた場合は、意見を管轄登記所の
登記官に伝えます。管轄登記所の登記官はその意
見によってその筆界特定記録を調査して、それは
登記が可能であるというふうに判断した場合に登
記をすることになります。地積更正、地積に誤り
があるというふうに認めた場合については地積更
正、地図について訂正が必要だという場合には、
地図の訂正を管轄登記所の登記官がするという形
になっております。

2　最後に
以上が筆界特定の概要ということになりますけ
れども、筆界特定制度は、筆界が創設された際の
筆界の位置について、登記官の認識を公的に示す
というものであります。繰り返しとなりますけれ
ども、筆界特定制度は、裁判よりも簡易かつ迅速
に行政レベルで専門的知識に基づき筆界を明らか
にする制度として、筆界をめぐる紛争の早期解決
に有効と考えております。しかし、筆界特定の結

果だけでは満足して頂けない場合があるのも事実
であります。法務局としては、今後も、筆界特定
制度と土地家屋調査士会のさっぽろ境界問題解決
センターとが連携することにより、筆界特定制度
の利便性を向上させ、利用者の総合的な満足度を
高めていくことが重要であり、申請人の立場に
立った問題の解決方法を提供し、広く国民の皆様
に信頼され、活用して頂ける制度となるよう努力
していかなければならないと考えております。

筆界特定申請事件と処理
１　公証資料
筆界特定申請事件において公証資料を調査する

上での基本的な考え方について、一部紹介させて
頂きたいと思います。筆界特定申請を受理した場
合、筆界特定登記官は、対象土地を管轄する登記
所から公証資料を収集することになりますが、重
要なのが、申請があった筆界の基本となる地図が
何であるかということになります。基本地図が何
であるかということによって、申請があった筆界
について、どこまで資料の収集が必要かというこ
とがほとんどの場合、決定されます。例えば、基
本地図が法務局作成に係る地図、あるいは国土調
査法による地籍図又は土地連絡（整理）図などの
従前の筆界を確認するということによって作成さ
れた、いわゆる確認的筆界の場合につきまして
は、基本地図が作成される前から筆界が形成され
ていたことになりまして、その基本地図が不動産
登記法第１４条第 １項の地図であっても、その基本
地図の作成方法自体が正しかったかどうかという
点も検証しながら判断しなければならないという
ことになります。したがって、筆界が最初に形成
された段階まで資料を収集する必要があります。
一方、基本地図が土地区画整理登記令による土

5909101.indd   13 2014/11/19   19:38:25



土地家屋調査士

14 No.234

地の所在図、一般的に土地区画整理図、土地改良
登記令による土地の所在図、一般的にいう土地改
良図、又は開拓地確定測量図、開拓地実測図とも
いいますけれども、こういうようなものの場合に
は、新たな筆界を形成したことにより作成された
基本地図ということになります。いわゆる創設的
筆界という場合は、筆界の形成はこの基本地図作
成の時点ということになりますので、それ以前の
筆界線は考えなくてよいということになります。
したがって、創設的に形成された筆界と現地とが
正しいかどうかの判断をすることになります。こ
れらの考え方は、法務局が分筆等の一般の申請事
件を調査する際も同様ということになります。

事例１
筆界特定申請事件の具体的な事例を紹介して、
参考に供したいと思います。筆界特定申請のあっ
た地域につきましては、法務局が作成した不動産
登記法第１４条第 １項地図の備付けのある地域であ
ります。このときに地図作成の際に、ＣとＤこれ
を所有する所有者の方から承諾が得られなかった
ということによって、全て筆界がはっきりしてい
ないという地図の一部です。道路とＡ・Ｂ・Ｃ・
Ｄ・Ｅの土地の筆界が確定できない、すなわち筆
界が未定となっている状態がこの状態でありま
す。

そこで、ＥとＦの土地を所有している所有者の
方は、これは地図が作成される前にこういう筆界
があったということで、ＥとＦを所有する方が、
地図に筆界線が記載されていないということで、
ＤとＥの筆界（矢印が書いてありますけれども）、
地図に筆界線を記載してほしいということが希望
で筆界特定の申請に及んだものであります。筆界
特定の調査に当たっては、基本地図が確認的筆界
に基づく地域であるということから、法務局が
行った地図作成作業ですけれども、作業に誤りが
なかったかどうかを確認する必要があります。そ
こで、筆界調査委員は登記所保管の地積測量図の
成果、あるいは従前の公図及び札幌市で管理して
いる道路の中心成果などの公的資料等を精査し、
筆界特定申請のあった街区を含む周辺街区の確認
測量を実施した上で、当該地図作成作業に誤りが
ないかを確認しました。調査の結果、地図作成作
業の際の調査・測量及び画地調整の結果に誤りが
ないということが確認できましたので、登記され
ている筆界点成果を含む各筆界点の整合を取りな
がら、申請があった筆界点の座標値を特定し筆界
特定が完了しております。この筆界特定の結果に
よりまして、登記所の登記官は、このＢとＥの土
地につきまして、こことここに筆界を入れて地図
訂正と地積の更正の登記を職権で行っておりま
す。
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事例2
換地処分が実施された地域についての事例であ
ります。申請のあった地域は、土地区画整理登記
令による土地の所在図いわゆる土地区画整理図の
備付けがある地域でありまして、昭和４０年代に換
地処分が行われ、不動産登記法第１４条第 ４項に規
定する地図に準ずる図面として管轄登記所に備え
付けられております。本件筆界特定の申請があっ
た筆界を含む街区及び地域につきましては、申請
地域図のとおり、換地処分によって隣接して数街
区の筆界が形成されております。この街区が、筆
界特定申請のあったＡの土地、その他の街区も、
全てが土地区画整理法による換地処分によって筆
界が形成されております。申請があった筆界を含
む街区Ａですけれども、ここにつきましては、当
初は ６筆で構成されておりました。その後分筆が
行われ、現在の筆界がＡ土地の中に形成されてお
ります。筆界特定の申請があった場所は、この一
筆地の中が数筆に分かれて、その中の一部に筆界
特定申請がなされたということです。筆界特定の
申請があった場所は、Ａ土地の左側上部に位置し
ております。
筆界特定の調査に当たっては、筆界調査委員と
法務局職員は、地域全体が創設された筆界である
ということから、換地処分の成果、登記所保管の
地積測量図の成果及び道路中心成果等の公的資料
に基づいて、周囲の道路中心標、既設境界標等に
ついて現況等の確認測量を行いました。そして、
申請があった街区と周囲の街区との整合について
確認しました。結果、Ａ土地以外については、占
有状況及び境界標が概ね正しい位置にありまし
た。結局、換地の成果、道路中心成果も全て現況
とは一致しているということになって、この周り

にある既設境界標もほとんど正しい位置にあり、
隣接の方も全てだいたい正しい位置に埋設されて
いたということであります。

しかし、Ａ土地内の各筆界点、先ほどのＡ土地
内の筆界点については、ほとんどの既設コンク
リート標が、筆界点から大きく位置ずれを起こし
ておりまして、特に申請があった矢印付近につき
ましては、最小で１６０ミリ、最大で５５０ミリ道路側
に埋設されていた、そして、土地の所有者の方
は、その既設境界標の位置が境界であるというふ
うに認識されておりました。
なぜ、この地域だけ既設コンクリート標と筆界

が大幅に乖離していたかについては不明ではあり
ますが、埋設状況から考えると、換地処分前から
埋設されていた可能性がありまして、この境界標
が換地処分後の筆界というふうに誤認されていた
のではないかという可能性が考えられました。筆
界特定においては、筆界が形成された際の現地に
おける位置を特定するものでありますから、結果
は、境界標の位置、申請人及び相手方双方の主張
とは相違する点が筆界であるとして特定いたして
おります。
以上で、簡単ではございますけれども、事例の

紹介を終らさせて頂きますけれども、北海道にお
いては、ほとんどの地域において、筆界が形成さ
れたときが明確となる公証資料が存在しておりま
す。筆界特定登記官は、この公証資料と、人証、
物証とを考慮して筆界を特定しております。
筆界についての争い等で悩んでいる方が、この

制度を活用することにより、その悩みが、少しで
も解消することができることを希望いたしまし
て、終わらせていただきます。
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小川　勝広さっぽろ境界問題解決センター長

Part13　ほっかいどう地図・境界シンポジウム2014� 平成２６年 ２ 月２１日

裁判外紛争解決機関の「さっぽろ境界問題解決
センター」の概要の説明とセンターで取り扱った
事件の一端をご紹介させていただきたいと思いま
す。
札幌土地家屋調査士会では、「裁判外紛争解決
手続の利用の促進に関する法律」に基づき、平成
１７年に裁判外紛争解決機関、略してADR機関と
して「さっぽろ境界問題解決センター」を開設し
ております。平成２５年に全国で１２５番目に法務省
の認証を受けております。境界問題を抱えている
方々の手助けの一助となるべく活動しておりま
す。札幌土地家屋調査士会ADRセンターは、北
海道では、札幌会、函館会、旭川会、釧路会の全
会で既にセンターを設置しておりますが、昨年 ６
月に三重会において「境界問題相談センターみ
え」が設置され、これを持ちまして全国の５０の土
地家屋調査士会すべてに「土地家屋調査士会
ADRセンター」が設置されております。このこ
とは、他の法律関連専門職種の中でも非常に突出
したものとなっております。ちなみに、他の
ADR機関としては、弁護士会が設置しているも
の、司法書士会が設置しているもの、社会保険労
務士会が設置しているもの等があります。士業団
体ではございませんけれども、「日本スポーツ仲
裁機構」が認定を受けた第 １号の機関であります。
それでは、今までADRという言葉を出してき

ましたが、英語で記載をしますと「Alternative�
Dispute�Resolution」要するに英語の頭文字 ３文
字をとって「ADR」というわけです。直訳する
と、一番初めが「もう一つの」、「あるいは」、「代
替的な」ということになるようです。二つ目が「紛
争」、三つめが「解決」となります。これが、「裁
判外紛争解決」として訳されております。
今までは、紛争の解決の方法として、手段とし

ては、裁判所における訴訟あるいは裁判所におけ
る調停しかありませんでした。もちろん、紛争当
事者での話し合いでの解決を図られてきたことも
あるでしょうけども、公正な立場で第三者が関
わった解決手段はありませんでした。司法制度の
改革の中で、裁判の迅速化、民意との隔離化是正
等が研究されると同時に、裁判外での紛争解決手
段があってもよいのではないかという話し合いか
ら、アメリカで実績のあるADR制度の導入が決
まったそうです。ちなみに、アメリカでは民事紛
争の ７割から ８割がADRにて紛争解決に至って
いるようです。

日本では、平成１６年に「裁判外紛争解決手続の
利用の促進に関する法律」が公布され、平成１８年

第二部講演「さっぽろ境界問題解決センターの事例」

境界紛争解決の道しるべ
筆界特定制度と境界の時効を考える
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４ 月 １ 日より施行されております。この「裁判外
紛争手続の利用の促進に関する法律」ADR法に
基づき、認証の基準、要件等に合致すると、法務
省の認証を受けることができますが、認証の法的
効果はどのようなものがあるかというと、一つ
は、「時効の中断効」、もう一つは「訴訟手続きの
中止効」、「調停前置の特則」というものが挙げら
れております。
まず、調停前置主義ですが、これは家事事件に
多く見られるものだと思っております。テレビな
どで芸能人の離婚報道などで、離婚訴訟中という
言葉は出てこないと思うのです。たいていの場
合、離婚調停中ということを耳にしたことがある
と思いますが、家事事件では、裁判所は家庭内、
家族内のもめごとなどは、まず話し合い、調停で
解決を試みてください。それでもダメであれば訴
訟で決めましょうという考えで、まずは調停にな
ります。
民事事件の場合は、調停前置事件はないように
聞いております。境界確定訴訟、所有権確認訴訟
等では、調停を経ずにすぐに提起できると聞いて
おります。ただ、裁判所において、一般の方がお
隣との境界で揉めていることを相談に行くと、裁
判所の職員は、裁判の説明ではなくて、調停で一
度お隣と話し合ってみませんかということで、調
停を勧めることになると思いますが、これは、前
置主義ではないような気がいたします。裁判所
は、揉めごとは裁判で解決を図るのではなく、当
事者の話し合いにより解決を図るのが一番だと考
えているからだと思います。境界を扱うADRで
は、あまり前置主義に対する効能はないように
思っております。
次に訴訟手続きの中止、これは、紛争当事者間
に、認証ADR手続きによって解決を図る旨の合
意があれば、両当事者の共同申立があった場合
は、受任裁判所は一定の期間を定めて、訴訟手続
きを中断することができるとなっております。裁
判の途中で双方が望むのであれば、認証機関であ
れば裁判とは離れて、話合いで解決してもいいで
すよということだと思います。
最後に時効中断効ですが、認証事業者では調停
を申し立て調停まで進み、結果的に話合いが不
調、調停不成立になったとしてもADRの終了後
一か月以内に訴訟手続きに移行すれば、ADRの
手続きの請求時に遡って時効の中断効が発しま
す。これはとても境界ADR機関にとっては一番

の効能かと思います。裁判を起こすよりは、セン
ターを利用した方が手続的に簡略ですので、時効
が近いということであればセンターを利用してい
ただいても結構だと思います。ただ、申立を行っ
ただけでは時効中断効は発生しませんので、あく
までも、相手側が調停に出席し、ある程度話合い
が進んだときには、遡って中断効を認めるという
ものになっております。

先ほど、紛争解決の手段としては、以前は裁
判、訴訟と、裁判所の調停しかなく、現在は
ADRセンターが加わったとお話しをさせていた
だきました。それで、主な違いを上の表にしてみ
ました。
１．実施主体。裁判所の場合は裁判官。ADR

センターの場合は、土地家屋調査士と弁護士、他
の機関であればそれぞれの専門家が担当します。
裁判所の調停の場合は、一般の方々に選ばれて任
命を受けた調停委員と裁判官が主任裁判官となっ
て三名の合議体で実施していきます。
２．秘密の保護。裁判は当然公開で行われ、

ADRと裁判所調停は、非公開で行われる。この
辺については、あまり大差はありません。
３．手続きの進行。裁判所は、民事訴訟法に則っ

た厳格な手続きで行われる。これもADRセン
ターと裁判所の調停はほぼ同じですが、ニーズに
合った柔軟な手続きが可能であり、進行も可能で
あります。ただ、裁判所の調停の場合は、民事調
停法という法律がありますので、ある程度それに
とらわれながら進めていかなければなりません。
４．費用。裁判所は裁判の訴訟費用、裁判所の

調停の場合も決められた訴額による費用がかかり
ます。センターの場合はセンターに支払っていた
だきます。これからお話ししますけれども、訴額
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や物件の大小にはあまり申立の時には関係してき
ません。裁判は通常弁護士さんにお願いします
が、弁護士さんを頼まないと裁判の申立ての費用
はセンターよりはだいぶん安くなると思います。
通常の場合、弁護士さんを雇われますので、費用
はそれなりにかかるのではないかと思われます。
５．強制力。裁判所は判決ということで出ます

ので強制力があります。センターは、強制力はあ
りません。そこまでの力はないということになっ
ております。裁判所の調停で調停が合意成立とな
れば、裁判所の和解と同一の効果があるといわれ
ていますので、それに基づいての強制執行ができ
るということになっています。裁判所の関係で
は、強制執行が可能でありますけども、紛争解
決、境界紛争に関しては、判決・合意がなされて
も、地図・登記には裁判所自体では反映させてく
れません。それは、あくまでもその後の当事者次
第です。裁判でありますと、登記をしなさいとま
ではなかなか判決を得られないのではないかと思
います。境界で争った場合は、境界はここです、
所有権界で争った場合は、所有権界はここまでで
すと、筆界と所有権界がずれた形で判決が出ます
と、その後は分筆して移転登記をして最終的な問
題解決になる。登記簿に反映させて問題解決にな
る。裁判所の方はそこまでは行いませんが、セン
ターは、合意内容に沿って、登記・地図へ反映を
させて終局的な解決が図られるということになっ
ております。通常そこまで面倒を見ていきたいと
思っております。ADRセンターは、簡易性、迅
速性、機密性、専門性、柔軟性があり、裁判より
も簡単に利用でき、早い紛争解決で、非公開でプ
ライバシーを守れて、そして、専門家がお手伝い
し柔軟に対応し、解決を図れる機関ということを
ご理解いただきたいと思います。

次に、「さっぽろ境界問題解決センター」です
が、境界紛争について、相談、調停を実施するた
めに設置されております。言い換えますと、相談
業務・調停業務が行える機関と言えると思いま
す。境界紛争とは、土地の境界が現地において明
らかでないことを原因とする民事に関する紛争、
それと、筆界特定手続きにより筆界が特定された
土地の所有権の及ぶ範囲に関する紛争がありま
す。前段の方は、要するに現地において筆界が明
らかでない、分からない。お隣との話し合いがな
かなかつかない。後段の方は、法務局の筆界特定
制度によって筆界が特定されていますが、筆界は
特定されていながら所有権の争いによって揉もめ
ている。これらの相談・調停を行っているのが境
界センターであるということになっております。
センターでは、扱える物件を原則、札幌法務局

管内の土地ということで定めて活動しておりま
す。札幌法務局管内と旭川法務局管内の土地での
争い、これは行政界になりますので難しいと思う
のですけども、そういう場合も、一応、センター
の規則では相談も受けられて、調停もできること
になっております。
それでは、センターの運営と相談・調停はどの

ように行っているかといいますと、運営・相談・
調停それぞれ調査士と弁護士が共同して行ってお
ります。相談の前に、電話受付の窓口を設置して
おります。毎月、第二・第四の水曜日、土地家屋
調査士が単独で電話を受けております。ここで、
センターが扱える物件なのか、単なる相隣関係な
のか、そこのお話を聞いて、助言を与えて、相隣
関係であれば弁護士会を紹介しております。ちな
みに本年度センターへの相談件数は３２件。平成１７
年から始まっていますけども、１８年、１9年ころは
まだまだ多かったという記録が残っております。
３２件のうちセンターで扱える境界紛争の案件は、
実際は ２件になりました。電話の内容はほとん
ど、隣が塀を立てた。境界から出ているのではな
いか不安だ、どうしたらいいだろうという内容
や、うちの塀にお隣が勝手に物を立て掛けてい
る、どうにかしてほしい。それと関連して、お隣
が土を掘ってうちの塀に土を盛って盛り土をした
と、境界付近のことが非常に多いです。
当然、一般の方なので、境界問題解決センター

という名称を見れば、境界の付近のことを電話し
てくるのが多いですが、センターとしては、境界
線の紛争、境界範囲の紛争しか扱えないというこ
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とでありますので、そのことをお話しして納得し
ていただくか、内容をお聴きして他の機関を紹介
しております。電話相談でセンターの扱える物件
ということであれば、次に来所相談に移行してお
ります。相談は土地家屋調査士 １名、弁護士 １名
が担当し内容をお聴きして、土地家屋調査士は境
界のプロとして、そして弁護士は法律のプロとし
ての意見・助言等を相談者に行っております。
相談者は、相談員の意見・助言等を聞きそれで
相談終了で終わる場合もあります。また、その内
容を聞いて訴訟の方がいいだろうということで訴
訟を考える場合もあります。その中で、相談員も
相談者もセンターの調停で話し合うのが一番とい
うようなことになれば、相談者がセンターを利用
して、境界についてお隣と話したいという意思が
あれば、センターでの調停とセンターへの調停申
立の提出ということになり、調停に移行していき
ます。

調停は、土地家屋調査士が ２名、弁護士が １名
の合議体で、主任調停員を定めて行います。基本
的には、当センターでは同席調停は行っておりま
せん。やはり、問題を抱えておりますので、会い
たくない、隣の話を聞いていると思わず感情的
なってしまうというのも考えられますので、原則
的には別室の調停、３０分なりの時間をおいて、呼
出をかけております。ただ、話合い、調停が進ん
でいく中で調停委員の方で同席でも大丈夫だろう
と、その方が話がスムーズに進むというようなこ
とがあれば、本人の同意を得て同席調停というの
もやっていいのではないかと思っています。
基本的に調停の回数は ６回を超えないようにと

いうことを考えております。 ６回を超えないよう
に和解が成立することを目標に、調停委員は調停

を行っております。時間的には、 １回の調停で ４
時間を超えないように効率的な進行を心掛けて
行っております。 ６回を超えますと、調停という
のは互譲の精神というものがありまして、それぞ
れ譲り合って、合意点を求めたい、 ６回までにだ
いたい話がまとまってこないと、おそらくこれは
不成立になるだろうということもあって、 ６回と
いう数字を挙げております。 １回の調停は双方か
ら ２時間、 ２時間ということで ４時間、あまり長
く聞いても調停以外の話に進んでいくことがあり
ますので、 ４時間と決めております。
調停が進み合意が成立すると調停成立というこ

とで、合意内容に沿った和解契約書が作成されま
す。先程も申しましたけれども、センターの場合
は合意がなされた後、その後のフォローとして分
筆が必要であれば分筆登記を行い、地図・地積更
正があれば更正登記を行うと、そこまでやって最
終的な解決を導こうとしております。

それでは、センター利用に当たっての費用的な
ことをお話しさせていただきたいと思います。電
話受付を経て面談で相談ということで、弁護士 １
名と調査士 １名で担当します。調停申立時、相談
申立時に相談手数料ということで １万円の費用を
いただいております。その下の基本調査費用とい
うことで ３万円以内という記載がありますけれど
も、相談を受ける際に、登記簿、地積測量図、地
図、固定資産税の金額を知るために評価等々を本
来であれば、相談者の方で集めていただいてお持
ちいただくのですが、それ自体もセンターの方で
行っていただきたいという場合や、私は高齢なの
で分からないのでやっていただきたいということ
になれば ３万円以内ということで費用をいただい
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て実施しております。実費手数料は別としていた
だいております。
相談から調停に進む場合、調停のときに申立手
数料として １万円、それと同時に第 １回目の期日
の手数料として ２万円、申し立てるときに頂いて
おります。ただ、申立時にこちらとして非常に気
を付けているのは、申立と同時に ３万円の費用を
振り込んでいただくことになるのですけども、相
手に来ていただいて初めて調停が成立という流れ
になりますが、相手方は出てきてくれるかわから
ない、という案件もあります。運営委員として
は、その辺の見極めを致しまして、本当に申し立
てをしてもらっても大丈夫だろうかと、結局 ３万
円そのままかかってしまいますので、調停期日を
決めて調停を開いても、相手方が出てこないとな
れば、ただ ３万円が無駄になってしまいますの
で、その辺は申立時に依頼者と話をして、本当に
調停に持って行ける物件であることを見極めなが
ら、調停の手続きに入るようにしております。
調停が進みまして、やはり測量しないとこれに
ついては話がなかなか進まないということであれ
ば、当事者の承諾を得て測量鑑定費用ということ
で、概算額を提示しております。これについても
予納していただいて、実施するということになっ
ています。調停が進み合意が形成されて合意成立
となれば、成立手数料ということで固定資産税評
価額の ８パーセントをいただくことになっていま
す。
これは最低が２０万円で最高が５０万円という限度

をつけております。固定資産税評価額の ８パーセ
ント、札幌でいいますと非常に高くなるかと、 １
筆の土地が大きければ大きいほど高くなるかとい
うようなことを考えられると思いますが、あくま
でも、争っている範囲を算定しまして、それの ８
パーセントということですので、ほとんどの場合
が２０万円という金額になるのではと考えておりま
す。

事例の紹介をさせていただきたいと思います。
先ほどの流れのように、相談を経て調停に進み、
最終的には合意まで至った。センターとしては一
番いい案件でありました。
紛争の当事者（申立人）の方から１４年前に隣接

の相手方Bが、建物増築のために測量を行った。
相手方から、境界承諾の書類が来たのですが、そ
の内容には、申立人の所有地が登記簿の面積より
も約１０㎡少ない形で承諾をいただきたいというよ
うなものであった。その方は単身赴任で、そこに
は住んでいないが建物はあった。たまに帰ってき
てはいるというような状況で、忙しいこともあ
り、１０㎡も少ないので、そのことについては承諾
もしない、返答もしないということで放っておい
た。時が流れて、こちらに帰ってきて住み始め
た。申立人の方は、ずっとここに住み続ける気は
あるが、今後のことを考えると、境界をはっきり
させておきたい。相続するにせよ、売るにせよ、
処分の時には境界がはっきりしていた方がいいだ
ろうということで相談がありました。
相手方B，Cがいます。Bが測量して境界がず

れているということですが、BとCは、現状と境
界のずれは既に認識しております。Dも違うお隣
さんですけどもそこの地主さんで、きっとここは
測れば違うだろうと認識はあったようです。
センターから、調停のお話しを伝えしました

ら、わかりましたということで、調停に入ったの
ですが、測量を実施して話合いで解決したいとい
うこと、裁判で争っての解決は望まないというこ
とでした。三人ともなるべく穏便に済ませたいと
いう意向がありました。

5909101.indd   20 2014/11/19   19:38:27



さっぽろ

21No.234

その土地の概要ですけども、札幌法務局管内の
住宅密集地で、基本地図は大正時代の連絡図が基
本になっています。その後、分筆等々されていま
すが、分筆自体も、昭和２０年から３０年にほとんど
終わっている。
調停に入ったわけですが、調停の中間に申立の
方にもありましたように、測量してほしいという
ことがありました。隣接相手方にもその話を致し
まして、相手方Bは、一回本当は測量していまし
たが古いものですから、その精査図等も手に入り
ませんので鑑定測量ということで、センターで、
札幌調査士会の方に依頼いたしまして鑑定測量い
たしました。その結果、AとCの間にはブロック
塀があるのですが、ブロック塀がまたいだような
状態で、両サイドずつ向きが違う形で設置されて
いる。AとBに対しては、既存の境界よりも １メー
トルほどB側に入った形で境界は鑑定された。三
人とも境界がずれているという認識がありました
ので、話は結構スムーズにいくような感じでし
た。
調停でも代理人というのは可能です。通常であ
れば、弁護士さんが代理人としてついてくる。B

の方は、代理人は立てておりません。ただ、Bの
方は弁護士さんに相談をして助言を受けていなが
ら調停に臨んでいる。Aの方は、調停を申し立て
るときから認定調査士の方に相談をしておりま
す。認定調査士という制度がありまして、認定調
査士と、弁護士さんと共同で受任して境界セン
ターなどの申し立ての代理をできるという資格で
す。Aの代理人となるためには、認定調査士の方
は、弁護士さんと共同受任しなければならないの
で、代理人にはならずに、認定調査士の方は保佐
人という制度があります。助言をするという制度
です。許可があれば調停に出席をして発言もでき
るというような制度がありますので、認定調査士
の方が保佐人ということで調停に参加しておりま
す。
Aの方の一番の言い分ですが、思ったとおり

で、境界がやっぱり違うのではないかと、入って
いる境界石を抜いて正規のところに入れてほし
い。Bの方に対して、筆界を認めていただきたい。
ただ、建物は越境しているが、これについては別
段すぐ撤去してくれ、明け渡してくれというよう
なことは主張しない。ただ、境界線を認めていた
だきたいということでありました。
最終的に、今後ブロック塀を撤去する時、古く

なって壊れた場合には越境しないように立て直す
という合意を得ました。
Bの方は、１４年前に測量して、筆界の確認を求

めていたのに今更なんだと思いますよね。Bの方
は弁護士さんに相談をしていますので、占有状況
がおそらく２０年以上経っていると思います。た
だ、測量したときに越境していることは認識して
いると思います。弁護士さんと、調停委員の弁護
士さんも入っていますので、そこで時効中断にな
るかというような話をしていましたけども、Bの
方としては、時効を援用して時効取得をするとい
うようなことはしたくない、お隣との関係もうま
くいっていますのでそこまではしたくない。最終
的に分筆登記は行って、一応線引きはする。移転
登記はしない。越境状態、Aが売却をするときに
はBに対して売るというような話が結果的にはつ
いて、一件落着ということになりました。
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先ほどから言っているとおり、それについて合
意契約書を作って、それぞれの協力を得て、関与
した土地家屋調査士が分筆登記を行いました。A
は分筆登記を行って、全点に座標がつき地積もき
ちっとした形で登記簿に反映される。CとBにつ
いて地積の誤差は、公差内なのですが地積更正の
登記をして、今風の地積測量図を法務局に収めて
現地を登記所に反映したということで、センター
側としては一番いい物件でありました。
最後になりますけども、事例からもお分かりの
ように、筆界、所有権界、占有界が複雑に絡み合
い境界の紛争となっている場合が多いと思われま
す。この中には、当事者の感情も入ってくるとは
思うのですが、これらの紛争解決の手段として前
段でお話ししたとおり裁判とADRがございま
す。裁判は、時間とお金がかかるとも言われてお

ります。裁判になりますと、原告と被告というよ
うな呼び方になってしまいます。どうしても一般
の方は刑事事件をイメージし、気持ちのいいもの
ではないと思っております。結果についても判決
という形で一方の主張がとおり、他方の主張は退
くという形となります。結果は必ず出ます。で
も、後々にしこりが残りやすいのではないかと
思っております。これからずっとお隣同士で暮ら
していくのにしこりを残すのはどうかということ
も考えております。
しかし、ADRは、簡易、迅速であり、更に機

密性、専門性が挙げられております。ADRによ
る話合いでの解決は、当事者の互譲の精神に基づ
いてなされた合意であれば、多少の不満があった
としても、後々お隣との関係は良好に続くものと
考えております。
私たち土地家屋調査士は、制度発足以来、ずっ

と境界を見つめて来ております。
こうした我々の能力を紛争解決に発揮し、境界

紛争に悩まされている皆様のお役に立つべく「認
定土地家屋調査士」があり、「さっぽろ境界問題
解決センター」を設立しており、皆様に安心して
ご利用いただけるものと思っております。
最後になりますが、日本土地家屋調査士会連合

会林会長は、「境界紛争ゼロ宣言」を提唱されて
おります。道内のADRセンターも境界紛争をゼ
ロにすべく活動しております。
これからもよろしくお願いいたします。
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Part13　ほっかいどう地図・境界シンポジウム2014� 平成26年 2 月21日

講師紹介
北海道大学の教授であるとともに、現在、札幌
土地家屋調査士会の学術顧問を務める。

講演
それでは、「所有権の取得時効の要件と立証責
任」というところに入らせていただきます。レジ
メの〔設例 １〕でございますが、Ａは甲土地とそ
の上に乙建物、まとめて本件不動産と呼ぶことに
いたしますが、これを所有して登記している。Ａ
がマンションを購入して引っ越すと、体調を崩し
て退職し療養中の弟Ｂが乙建物に居住するように
なった。それから ６年後Ｂが死亡し、Ｂを単独で
相続した息子Ｃが引き続き居住し、さらに１２年が
経った。Ｂの占有開始から数えると１８年、Ｃの固
有の占有ないしは相続時点から数えますと１２年、
何れも１０年以上たっているという設例でございま
す。Ｃは、転勤のため引っ越すこととなったが、
その頃、Ａが死亡し息子Ｄが単独で相続した。ま
もなく、ＤはＣに対して、本件不動産は療養中の
Ｂを支援するために無償で貸したものであり、Ｄ
が相続したら明け渡してもらえばよいとＡから言
われていた。ついては乙建物を明け渡してほしい
と申し出た。つまり、Ａ，Ｂの兄弟の代では問題
はなかったものだけれども、それぞれ亡くなっ

て、いとこの代になって紛争が顕在化したという
設例でございます。しかし、Ｃが応じないため、
ＤはＣに対して、本件不動産の所有権に基づいて
乙建物の明渡しと甲土地の返還を求めて訴えを提
起した。これに対して、Ｃは、本件不動産はＡが
Ｂに贈与したものであるとＢから聞かされてい
た。仮に贈与が認められないとしても、Ｂの占有
開始時又はＣが相続した時から１０年の短期取得時
効によって、所有権を取得したと主張して争って
いる。なお、この間、ＢもＣも、Ａに対して本件
取得不動産の所有権の移転登記を求めたことはな
く、また、本件不動産の固定資産税はＡが支払っ
ていたことについては争いがない。こういう事実
関係が認定できるというときに、Ｃの短期取得時
効の援用が認められるためには、Ｃは、何を訴訟
になると立証しなければならないのかということ
が一つ目です。二つ目は、ＤがＢの本件不動産の
占有は所有の意思のない占有であることを立証し
たというときに、Ｃは本件不動産の時効取得の主
張が認められるためには何を主張・立証しなけれ
ばならないか。

〔設例 １〕

松久　三四彦北海道大学教授

第三部講演「境界と時効と登記」

境界紛争解決の道しるべ
筆界特定制度と境界の時効を考える

5909101.indd   23 2014/11/19   19:38:28



土地家屋調査士

24 No.234

関係図はお手元のレジメにあるとおりでござい
ますが、まずここで、関係する民法の条文を表に
してまとめてありますので、まず概観しておきた
いと思います。（P. ２５掲載）関係条文１６２条、１８５
条、１８６条、１８７条でございます。１６２条の １項は、
２０年間、所有の意思をもって、平穏に、かつ、公
然と他人の物を占有したものは、その所有権を取
得する。 ２項、この設例では、１０年の取得時効が
問題となっておりますので、ここにそれぞれの要
件に番号を振ってございます。「①１０年間、②所
有の意思をもって、③平穏に、かつ、公然と、④
他人の物を占有した者は、⑤その占有の開始の時
に、善意であり、かつ、⑥過失がなかったとき
は、その所有権を取得する。」となっております。
次の１８５条ですが、次のような条文です。「権原
の性質上」権原というのは、占有を開始したとき
の原因ですね。その性質上「占有者に所有の意思
がないものとされる場合には、その占有者が、①
自己に占有をさせた者に対して所有の意思がある
ことを表示し、②又は新たな権原により更に所有
の意思をもって占有を始めるのでなければ、占有
の性質は、変わらない。」この冒頭にあります「権
限の性質上」といいますのは、売買契約によって
占有を開始したが、その売買契約は無効であった
とか、取り消されたというような場合には、最初
から、所有権の取得を目的とする契約ですので、
その買主の占有は所有の意思のある占有、自主占
有であることになるわけです。
使用貸借ですとか賃貸借になりますと、所有の
意思はないと、他主占有であることになります。
そういう場合に、途中から、他主占有から自主占
有に変わる場合には、どういう要件を満たさなけ
ればならないのかというのが、この１８５条の規定
であるわけです。
次に、この先ほどの取得時効の要件について、
すべてを時効取得を主張する側が主張・立証しな
ければならないのかというと、そうではなく１８６
条 １ 項は、次のように規定しております。「占有
者は、②所有の意思をもって、⑤善意で、③平穏
に、かつ、公然と占有をするものと推定する。」
ほとんど推定されているんですね。無過失だけ推
定されないので、１０年間の取得時効を援用する者
は、無過失の立証に努めるということになるわけ
です。 ２項は「前後の両時点において占有をした
証拠があるときは、占有は、その間継続したもの
と推定する。」とこうなっております。この設例

では、当初、父親Ｂが占有していて、相続によっ
てＣが占有している場合に、その占有を足すこと
ができるのかということに関係しているのが、こ
の１８７条でございます。「占有者の承継人は、その
選択に従い、自己の占有のみを主張し、又は自己
の占有に前の占有者の占有を併せて主張すること
ができる。」が、しかし、 ２項で、「前の占有者
の占有を併せて主張する場合には、その瑕疵をも
承継する。」したがって、前の占有が他主占有で
あれば、その前の他主占有を足して主張する場合
には、全体が他主占有になるという規定でござい
ます。
そこで、〔設例 １〕の問題から見ていきたいと

思いますが、Ｃは本件不動産について、Ｂの占有
開始時又はＣが相続した時から、先ほどの１６２条
２ 項の１０年の短期取得時効これを援用していると
いうことになります。今見ましたように、短期取
得時効が認められるためには、１０年間所有の意思
をもって、すなわち自主占有で、平穏かつ公然と
他人の物を占有することと、その占有の開始時に
善意であって、かつ、過失がなかったことが必要
だということになります。登記の占有者の方に移
転しているということは要件となっておりませ
ん。ドイツ法などは、これが必要だということで
すが、日本はこれを要件としておりませんので、
非常に取得時効が認められやすい、したがって、
それでよいのかという問題もあるわけで、時効天
国と呼ばれているというような一面もあるわけで
す。このうち、先ほどの要件②、③及び⑤の「善
意」というのは１８６条 １ 項で推定されている。ま
た、④の「他人の」というところの要件ですが、
これは厳密には要件ではないと一般に解されてい
ます。これは、自己の物の時効取得が認められる
かということにもつながる問題なのですが、これ
はあとで触れたいと思います。
時効制度は当事者に真の権利関係の実証を求め

ることなしに、事実状態をそのまま権利状態に高
めるものであるからわざわざ、この土地は他人の
ものだということを、時効を援用する側で立証す
る必要はないですよという趣旨のものでございま
す。したがって、短期時効取得を援用するＣとし
ましては、所有の意思をもって、平穏・公然、善
意に占有していたことを主張・立証する必要はな
い。ただ、占有の初めに無過失であったこと、す
なわち、所有権が自分に属すると信ずべき正当な
理由があったこと、及び１０年間の占有のみを主
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張・立証すればよいことになります。この１０年間
の占有継続にいては、先ほども言いましたよう
に、１８６条 ２ 項で、「前後の両時点において占有を
した証拠があるときは、占有は、その間継続した
ものと推定する。」となっているわけです。

〔設例 １　関係条文〕

そこで、〔設例 １〕の（ ２）のところの問題で
ございますが、１８６条 １ 項で自主占有というのは
推定されます。また、判例はこのレジメの一つ目
の「・」の所にありますように、（後掲）次のよ
うに述べております。「所有の意思は、占有者の
内心の意思によってではなく、占有取得の原因で
ある権原又は占有に関する事情により外形的客観
的に定められるべきものである。」したがって、
相手方がこの推定をくつがえすためには、「占有
者がその性質上所有の意思のないものとされる権
原に基づき占有を取得した事実が証明されるか」
大事なのは次でございます。または、「占有者が
占有中、真の所有者であれば通常はとらない態度
を示し、若しくは所有者であれば当然とるべき行
動に出なかったなど、外形的客観的にみて占有者
が他人の所有権を排斥して占有する意思を有して
いなかったものと解される事情」これを、この文
章が最高裁の平成 ７年の判決ですが、その中で、
この判決はこの事情を「他主占有事情」と言って
おります。これを証明しなければならない。最初
の「　」で引用している文章は昭和５８年の最高裁
判決からとってきたものですが、その事情という
のを平成 ７年には、「他主占有事情」と呼んでお
ります。
賃貸借とか使用貸借っていうのは、これを他主
占有だということを申し上げましたが、賃貸借で
すと証拠は残りやすいのですが、使用貸借という
ことになりますと証拠が残りづらい。近親者間で
なされるというようなことになりますと、後日、

特に設例のようにその相続人が時効だということ
を言いますと、いやあれは使用貸借だった、贈与
ではなく使用貸借だった、ということを立証しな
ければならない、これは大変なことです。思わぬ
ところに、落とし穴があるといいましょうか、も
し、実態が使用貸借であったとしますと贈与だと
いうふうに贈与と認定されなくても、少なくとも
他主占有であったということを立証に失敗すると
いう危険もあるわけです。そこで、判例は、「他
主占有事情」をもってこの自主占有の推定を覆す
こともできると言っている。これは非常に重要な
点でございます。そうしますと、ＢもＣもＡに対
してこの土地の所有権の移転の登記を求めたこと
はない。また、本件不動産の固定資産税はＡが支
払っていたと、まあこういうことですから、これ
らは「他主占有事情」に当たりそうです。もっと
も、判例は、レジメの今度は二つ目の「・」のと
ころにありますように次のように述べておりま
す。「占有者が所有権登記手続きを求めないこと
は、基本的には占有者の悪意を推認させる事情と
して考慮されるものであり、他主占有事情として
考慮される場合においても、占有者と登記簿上の
所有名義人との間の人的関係等によっては、所有
者として異常な態度であるとはいえないこともあ
り、また、占有者が固定資産税を負担しないこと
については、固定資産税の納税義務者は『登記簿
に所有者として登記されている者』であるから、
他主占有事情として通常問題になるのは、占有者
において登記簿上の所有名義人に対し固定資産税
が賦課されていることを知りながら、自分が負担
すると申し出ないことであるが、これについても
所有権移転登記手続きを求めないことと大筋にお
いて異なるところはなく、当該不動産に賦課され
る税額等の事情によっては、所有者として異常な
態度であるとはいえないこともあるので、この二
つ①②の事実は、他主占有事情の存否の判断にお
いて占有に関する外形的客観的な事実として意味
のある場合もあるが、常に決定的な事実であるわ
けではない。」とこうも言っているわけです。
この判例に従って事案を分析しますと、ＡとＢ

は兄弟でありまして、Ａは経済的に豊かそうです
が、Ｂは楽でないというのでＡがＢに本件不動産
を贈与するというのもありうるところです。そし
て、もし、本件不動産が贈与されたのであれば、
しばらくはＡが固定資産税を負担するとか、Ｂは
贈与されたとはいえ、直ぐには、Ａに対して登記
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の移転を求めにくくのびのびになってしまうとい
うことも考えられないではありません。
しかし、Ｃの主張によれば、ＡはＢに対して本
件不動産を無償で贈与しながら、１８年も固定資産
税を負担し、この間、ＢもＣもＡに対して本件不
動産の所有権の移転登記を求めたことがないとい
うのですから、やはり不自然な感は否めないよう
にも思われます。したがって、自主占有の推定を
覆し、ＡＢ間の法律関係は贈与ではなく使用貸借
であるとこういうふうに認定されることもありう
る事案ではないかと思われます。
そこで、問題文にありますように、ＤがＢの本
件不動産の占有は他主占有であることを立証でき
たときを考えますと、今度は、Ｃが時効取得を認
めてもらうためには、Ｂの占有開始時点からでは
なく、つまり、もうＢの占有開始時点から他主占
有ということで、Ｄの方の立証が成功したという
ことになりますと、もうこれはあきらめて、今度
は自分が相続した時点から１０年間の時効取得これ
の立証に努めなければならないということになり
ます。そのためには、相続の場合の自己固有の占
有が認められる必要があります。そして、判例
は、昭和３７年の最高裁判例ですが、これを認めま
して１８７条の適用を肯定します。つまり１８７条とい
うのは占有を足してもいいし自分だけの占有を主
張してもいいといっているのですが、これは不動
産を譲り受けた場合には疑えませんが、相続の場
合もそういえるのか、これは考え方の分かれうる
ところであったわけですが、相続の場合も自分が
相続した時点からの相続、これを別個に主張する
ことができることを明らかにしたわけです。
そこで、次にＣは、自分の固有の占有を主張す
ることができるということですので、Ｂの方の占
有は他主占有であったのですから、Ｃは、相続後
の自己の占有は、自主占有であるということと無
過失を立証しなければなりません。占有の性質が
他主占有から自主占有に変更するには、その占有
者が、自己に占有をさせた者に対して所有の意思
があることを表示し、又は新たな権原によって更
に所有の意思をもって占有を始めるものでなけれ
ばならないということを、先ほど１８５条で見たと
ころでございます。
判例は、かつて、相続というのは、この新しい
権原には当たらない以上、相続があっても自主占
有には変更されないんだ、というふうにしていま
したが、しかし、現在の判例・通説は、一定の要

件の下で他主占有から自主占有に変更を認めてお
ります。すなわち、現在の判例は、レジメの三つ
めの「・」にありますように、次のように述べて
おります。すなわち、占有者である相続人Ｃです
ね、この設例では、Ｃの側が、自己の「事実的支
配が外形的客観的にみて独自の所有の意思に基づ
くものと解される事情」これを自主占有事情と呼
ぶことがございます。他主占有事情に対して自主
占有事情ですね、これを立証すれば自主占有への
変更が認められる。平成 ８年の最高裁判決はそう
いうふうに言っているわけです。その平成 ８年の
最高裁判決を見てみますと、自主占有事情として
は、登記済証を所持して、固定資産税も支払って
いたというような事情が考えられるわけです。し
かし、この〔設例 １〕では、そのような事情はあ
りませんので、Ｃが相続開始時点からの取得時効
を主張するのは難しいのかなとこういうことにな
ろうかと思いますが、このように、自主占有か他
主占有かということをめぐって、事案によっては
非常に微妙なケースというものがありうるのだ
と、条文には、はっきりした要件が書いています
が、その要件の立証をめぐって他主占有事情、自
主占有事情というようなことが判例でそこを補う
形で出てきているということを、ここで紹介させ
ていただきました。

〔設例 １　関係判例〕

それでは、所有者対所有権の時効取得者の問題
でございます。まず、レジメにあります〔設例 ２〕
と関係条文でございます民法１７７条、それと判例
の原則を見ていただきたいと思います。〔設例
２〕、Aは所有する丙不動産をBに売却し、代金と
引き換えに引渡したが、登記は移転しないままで
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あった。Aは、Bが丙土地の占有を開始してから
８年後に、丙土地をCに売却し登記も経由した。
二重譲渡ですね。実際には、これ簡単にAと書い
ていますが、Aの相続人が、今度、Cの方に売っ
てしまったというこういうようなケースが多いわ
けです。それから ３年後に、丙土地の登記がCに
移転していることを知ったBはCに対して、丙土
地の取得時効を援用して登記の移転を求める訴え
を提起した。Bの請求は認められるかという設例
でございます。不動産に関する物権変動の対抗要
件を規定しております１７７条は、「不動産に関する
物件の得喪及び変更は、不動産登記法その他の登
記に関する法律の定めるところに従いその登記を
しなければ、第三者に対抗することができな
い。」ということで、このような〔設例 ２〕の事
案は取得時効と登記の問題としてよく知られたと
ころでございます。それに対する判例の結論とい
いましょうか、考え方、常則、原則と表記してご
ざいますが、第二原則ついても、それ自体はよく
知られているところでございますが、もう一度見
ておきたいと思います。
ここの図で、第二原則、第三原則と書きました
が、これは下のところにまとめてございますが、
この第二譲受人の登場が、この第一譲受人の時効
完成、時効の完成といいますのは時効期間の満了
が前か後かで、前であればそれは当事者、後であ
ればそのCは第三者ということで、当事者間では
登記は問題にならないが、第三者に対しては、こ
れは登記がなければ勝てませんよ、時効取得も同
じですよ。簡単に言うとそういうことでございま
す。今一度、第一原則か、第二原則かを見ておき
たいと思いますが、これ当事者間では、時効取得
者は登記なしに時効取得を主張できるというの
は、そもそも条文が登記を要件としておりません
ので当たり前のようにも思われるわけで、ここで
は五つ全部書いておきました。
第二原則というのは、「AがBの時効完成前に甲
をCに譲渡した場合は、Bは登記なしに時効取得
をCに対抗できる。」というものです。これは、
Cの登記がBの時効完成後になされた場合もかわ
りません。次、第三ですが、「AがBの時効完成後
に甲をCに譲渡した場合は、Bは登記がなければ
時効取得をCに対抗できない。」というものです。
さらに第四原則ですが、ＡがＢの時効完成後に甲
をＣに譲渡した場合に、ＢはＣの譲受後に時効が
完成するように起算点をずらして、時効取得を主

張することはできないというものです。これは、
第二原則のような考え方をする以上は、起算点を
ずらして現在から遡って、時効取得を主張するこ
とができるといいますと、すべて第二原則が適用
されるということになってしまいますので、第
二、第三の原則を分けた意味がなくなりますの
で、この第四原則は必要になってくるというもの
でございます。第五原則は、AがBの時効完成後
に甲をCに譲渡して登記も経由したというときに
は、第三原則で、CがBに優先するのですが、そ
の場合に、このCの登記後新たに時効が進行し、
再度時効が完成しますと、Bは登記なくして時効
取得をCに対抗できるとこういう考え方でござい
ます。

〔設例 ２　関係条文、判例〕

ここでなぜ、この時効完成の前後で区別して考
えるのか、時効完成前に登場したCであれば当事
者の関係、時効完成後に登場したCであれば第三
者だというのはどこから来るのかということです
が、最初の「・」をご覧いただきたいと思います。
判例は次のように述べております。「時効に因り

5909101.indd   27 2014/11/19   19:38:29



土地家屋調査士

28 No.234

不動産の占有者が其所有権を取得するは、其時効
完成の時期に在りて一方に占有者が所有権を取得
するの結果」ここで、「時効完成の時期に在りて
一方に占有者が所有権を取得するの結果」と言っ
ているところに注目していただきたいと思いま
す。「其時期に於いて目的たる不動産の所有者た
りし者の所有権消滅するなるを以て、時効完成当
時の所有者は其取得者に対する関係に於いては恰
も伝来取得に於ける当事者たる地位に在るものと
看做すべきものとす。従て時効に因る不動産の所
有権の取得に付き之を第三者に対抗するが為に登
記を必要なるものとするも、時効完成の時期に於
ける所有者たりしものに対しては完全に所有権を
取得するものにして敢えて登記を必要とすること
なきものとす。」と大正 ７年の大審院判決が言っ
ているわけです。
このように判例は、時効完成の時点で占有者は
所有権を取得するので、Bの取得時効完成前にC
が登場していれば、Cは、CとBは物権変動の当
事者になるので、あたかも、BはC所有の土地を
時効取得したことになって、Bは時効取得の登記
がなくてもCに優先するんだと、しかし、Bの取
得時効完成後にCが登場したときは、BとCは、
あたかもAからの二重譲受人のような関係になる
ので民法１７７条の対抗問題となって、登記を先に
経由したものが優先すると、考えていることにな
りそうです。これは、時効が完成した時点で、時
効の効果が発生するという確定効果説を前提とし
た考え方です。民法の起草者の考え方は必ずしも
はっきりいたしませんが、確定効果説をとってい
たようにも思われます。しかし、最高裁は、消滅
時効の事案で民法１４５条「時効は当事者が援用し
なければ裁判所はこれによって裁判することはで
きない。」という条文。１４６条「時効の利益はあ
らかじめ放棄することはできない。」という条文
で時効による権利消滅の効果は、当事者の意思を
も考慮して生じさせることとしていることが明ら
かであるから、時効による債権消滅の効果は、時
効期間の経過とともに確定的に生ずるものではな
く、時効が援用されたときにはじめて確定的に生
ずるものと解するのが相当であるといたしまし
て、不確定効果説をとりました。昭和６１年の最高
裁判決です。最高裁は、不確定効果説をとる理由
を時効一般の通則であります民法１４５条、１４６条に
求めておりますので、この最高裁判決の射程は、
取得時効をも含む時効一般に及ぶものと考えられ

ます。
学説には立法論も含まれますが、取得時効につ

いては確定効果説でよいと考えるものもありま
す。先ほどの最高裁判決についても、取得時効に
まで及ぶと直ちに言えないのではないかというも
のもありますけれども、私は、筆界が特定されて
自分の方がはみ出しているということが分かった
ならば、筆界は所有権界とは異なる概念とはい
え、その所有権界を認識する基準ですから、時効
などとは言わずに引き下がると、こういう人がい
ればそれはそれで結構なことだと思います。時効
という利益は、それを望む人にだけ与えればよ
い、時効の利益の押し付けは望ましくないとこう
考えますので不確定効果説が妥当であると考えて
おります。６１年の最高裁判決の考え方は、時効一
般に及ぶものと解すべきと考えているわけです。
取得時効と登記に関する判例の考え方には種々

の批判がありますが、私は、特に問題だと考えま
すのは、この第一譲受人Bが売買などによって占
有を開始した時点では、所有権がBに移転してい
ても、取得時効を認めている点です。つまり、こ
の自己の物の時効取得を認めているというところ
に、私は、大きな問題があると考えております。
Bに所有権が移っていても、それを立証できない
ときに取得時効を援用するというのはこれはまあ
差支えない、そういう意味で先ほどの１６２条の「他
人の物」という要件は特に要件と考えなくていい
というのは、その限りにおいて妥当すると考えま
すが、しかし、所有権の取得時効はあくまで所有
権の取得を認めるにすぎず、対抗要件まで取得さ
せるあるいは対抗要件不要とするものではありま
せんので、既にこの所有者であることについて争
いのない者に取得時効を認めるというのは、理屈
に合わないと考えております。
そこで、判例は考えて、最高裁とは違う考え方

をとる下級裁判所の裁判例もあるわけで、それを
また最高裁がひっくり返すわけです。そこで何か
説明が必要ですので最高裁はどう言ったか、これ
も大変苦しいと思うんですけれど、最高裁は、A
からB、AからCと、二重譲渡のときの第二の買
主Cの登記の時にその所有権は売主Ａから第二の
買主Ｃに直接移転するのだという訳です。売主A
からいったん第一の買主Bに所有権が移転し、第
一の買主Bから、この第二の買主Cが登場して登
記がCにいくと、このBのところから所有権がC
にいくというのではなくて、このCが登場して登
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記をして、BC間が１７７条の対抗問題でCが勝つと
なったときには、第一の買主は、当初からまった
く所有権を取得しなかったことになるのだと、遡
及的に所有権を失うのだと言うわけです。しか
し、これは民法１７７条によって第一の買主Ｂが登
記を経由した第二の買主Ｃに負けた時から、他人
の物を占有したとなるのが素直な解釈だと思いま
すので、私は、この最高裁の判例もおかしいと考
えております。
じゃあ、時効取得と登記の問題、二重譲渡型を
どう考えるのかというと、これは基本的には、
１７７条の問題で登記を取得した方が勝つんだと、
占有だけしていて、第一の買主はいくら占有して
ても第二の買主が登記をしたら負けるということ
で、私はいいのだと、第一買主がいつから占有開
始しているかどうかというのは、第二買主にはわ
かるものではない、基本的に物件の対抗問題、そ
の秩序は１７７条によるのだと、したがってこの第
一買主が占有してても保護されないのですから、
そういう第一買主ではないですね、売買などの有
効な権原なしに占有を開始したそういう時効取得
者との関係において、やはり、これは登記で決着
をつけるということでいいのだと考えます。これ
は民法の大家である我妻榮という大先生が、よく
読んでみるとそう言っていたという考え方である
わけで、こういうふうに考えるべきではないか
と、取得時効と登記の問題が複雑でわかりにくい
ということの、そのつまずきの素は、所有権があ
ることははっきりしている、誰も争っていないの
に、そこに所有権の時効取得を認めているここが
全ての問題の出発点になっているようにも思われ
るわけです。
そこで、次に境界紛争型については、この特別
な扱い、すなわち、占有を重視して先ほどの判例
の考え方というのはいわば、占有尊重説と登記尊
重説の折衷説のようなものですね。時効完成の前
のところで登場した者に対しては占有尊重、時効
完成後に登場した者との関係では登記尊重で、登
記を取得した者の方が勝つと言っているのです
が、境界を誤認して隣の土地の一部を自分の土地
と誤信して占有している、こういう人はもとも
と、自分の土地だと思って占有しているわけで
す。ですから、この時効を援用して、分筆登記を
請求するということは考えつかずに時間が経過し
ていることになります。そこで、境界紛争型で
は、常に占有者、時効取得を主張する者を勝たせ

るべきだというこういう考え方が学説では非常に
有力となっております。
しかし、判例はこの考え方を否定しておりま

す。最高裁の４８年の判決ですが、レジメにござい
ますように、これは、係争地につき登記手続をす
ることは事実上不可能であった旨の、Bの上告理
由に対して、「本件係争地につき所有権取得の登
記手続をすることに思い至らなかった事情があっ
たとしても、Bはその所有権取得につき登記を経
ることなくしてCに対抗することをえない。」と
して第三原則を適用した、すなわち、境界紛争で
ありますが、その土地を、その時効取得完成後の
譲受人との紛争において、譲受人の方、登記を取
得した者の方が勝つんだと言ったわけで、境界紛
争型を特別な扱いとしては、優遇しないというこ
とが最高裁の立場であるわけです。

〔設例 ２　関係判例〕

しかし、そのような中にあって、次のような下
級裁判所の裁判例があるということが注目されま
す。これは「自己所有の不動産を永く占有するも
のであっても、その公図などが不備なために所有
権の範囲の立証が困難である場合は、取得時効を
認めるのが制度本来の趣旨に合致するのであっ
て、本件のような場合には取得時効が一種の所有
権の範囲（境界）確定の機能を営むべきである。」
と言っております。YはこのXの本件係争地の取
得時効が完成した後で本件土地の登記を経由して
いるけれども、「登記と本件土地との結びつきに
ついては、本件全証拠によってもこれを認めるに
足らない。」としてXの請求を認容した、とこう
いう事案でございます。
私は、やはり、この最高裁の言うように物権変

動は登記を対抗要件するとしつつ、宮崎地判昭和
５７年のように所有権の範囲の立証が困難であると
いう場合には例外として、占有尊重説をとって時
効取得者を優先するというのが妥当であると考え
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ております。

境界紛争型の裁判例ですが、この境界紛争で取
得時効が争われた裁判例は東京地裁のものが圧倒
的に多いわけですが、札幌の地裁、高裁で扱った
事案というものを二つここで紹介させていただき
ました。一つは、Xの方が境界部分係争地になっ
ておりますが、これの時効取得による所有権の移
転登記手続を請求していると、これに対して、被
告の方はその土地の所有権に基づきまして、この
土地の上に生育する野菜類の収去とその土地の明
渡し請求をしたということで、もうこれは後戻り
できない程にこじれたというケースでございま
す。地裁は、Xの方の時効取得を認めたんです
が、高裁は破棄・差戻しといたしました。これは、
この占有しているXの方がバラスをどうも散布し
ておって、そこが自分の占有している範囲だと時
効所得の範囲だといっているわけですが、この散
布範囲が長年まったく変化しないと推認して、散
布範囲をもって占有範囲と認定することは、バラ
スが人為的または自然に散逸、移動しうるもので
あることからすると、経験則に反するものである
と言っております。取得時効の要件としての占有
継続は、占有部分につき客観的に明確な程度に排
他的な支配状態を続けることを要するのであるか
ら、隣地占有者Yが占有していないとの事実を
もって、係争部分を継続して占有していたものと
推認することは、許されないものである、占有部
分について、客観的に明確な程度に排他的な支配
状態を続けていることが必要だと言っております
ので、そうなってきますと、先ほどのセンターの
事例紹介の中に、ちょっと遠慮してというかこち
ら側に寄せて塀を立てたというようなとき、相手
方はただ、こちら側を隣人側が勝手に引っ込めて
立ててくれたことによって、こっちがそこの何セ
ンチかの分を客観的に明確な程度に排他的な支配
状態を続けてたと言えるのかどうかということ
も、このような判例、裁判例などを持ち出してさ
らにその実態をいろいろ分析すれば、それぞれの
立場で言えるということも、出てくるのかもしれ
ないということを、考えさせる裁判例ではないか
と思います。

〔境界紛争型の裁判例〕

二つ目は、平成元年の札幌地判のケースでござ
いますが、私人が払下げ等によって現実に占有を
開始した部分と被告の国が開拓吏の基本設計に基
づき私的所有権の設定を予定していた部分との間
に齟齬が生じ、現実の占有部分が設計より東側に
ずれていた。いわゆるブロック移動のケースで
す。先程のセンターの事案でご紹介いただいたも
のもきれいにずれている。このずれ方によって、
その同じ幅ではみ出している、それを時効だとい
うことになると、最後の所の人がさらにそのはみ
出された部分を、持って行き場があればいいんで
すが、そうでないと最後の方がその分割を食うと
いうようなケースでございます。「Yは、本件係
争地が明治の初期から公道たる本件道路の一部と
して公共の用に供されていた旨主張し、なるほ
ど、明治１１年及び大正１１年の各測量の結果、西 ５
丁目 １番地」という、番地が出てきて紛争が生
じ、当事者には失礼ですけれども、イメージがし
やすくなります。けれども、その土地と「本件道
路との境界がホ、ヘ線とされたこと前記のとおり
である。しかしながら、そのような境界の設定が
実際の占有状態と合致していたとの点について
は、これを直接認識する証拠がないのであり、先
に説示した諸事情（西 ５丁目 １番地を含む南 ５条
西 ５丁目の区画においては、古くから、公法上設
定された土地の境界の認識が十分でなく、当該土
地が境界よりも東にずれた状態に区画されている
との前提で取引されていた）」まあこれに照らせ
ば、「本件係争地が実際に公共の用に供されてい

5909101.indd   30 2014/11/19   19:38:30



さっぽろ

31No.234

たとのYの右主張は首肯しがたい。」と言ったん
ですね。
ここでは、公共の用に供されていたかどうかど
うかということをめぐっての争いになっておりま
すのは、公物の時効取得は公用廃止となってい
る、公共の用に供されなくなっていることが必要
であると解されているために、この点が争われて
いるということになるわけです。
土地の境界は、所有者等によるこの土地の占有
範囲と一致するのが通常ですが、境界争いが起こ
るケースでは、土地の占有範囲と一致しないこと
も少なくありません。しかも、その状態が長い間
続いているということも稀ではありません。その
ため、取得時効の主張が、直接、一次的に、ある
いは第二次的になされるということも少なくない
わけです。
境界紛争は、隣人訴訟でもありますので、その
土地を離れない限りは、紛争当事者は顔を合わせ
続けますので、生活環境に大きく影響する深刻さ
をはらんでおります。多くの事案では、筆界特定
ないし確定されますと、当事者はそれが所有権の
境だと考えて解決が図られるものと思います。
幸いなことに、筆界特定制度が導入され、ま

た、各地の境界問題解決センターとの連携の下
で、この制度は、時間とコストのかかる境界確定
訴訟に代わりまして大変大きな役割を果たしてお
るところは、本日のご講演の中でも明らかに示さ
れているところでございます。ちなみに、筆界特
定制度による特定に不服の場合は、行政訴訟であ
ります「筆界特定訂正の義務付けの訴え」による
ことはできないと、こういう裁判例が出ておりま
す。平成２２年 ８ 月２０日の長野地裁判決ですとか、
平成２１年 ３ 月２３日の金沢地裁判決がございます。
そこで、不服がある場合は、民事訴訟である境界
確定訴訟によることになりますが、民事訴訟でく
つがえされるような事案はかなり考えにくく、境
界紛争は、ほぼ全面的に筆界特定制度によって解
決を見ていくことになるのではないかと思いま
す。
したがいまして、この制度の中心的な担い手で

あります土地家屋調査士の先生方が果たす役割に
は、ことのほか大きいものがあると言えます。
皆様方の今後のご活躍と土地家屋調査士会のご

発展を心から祈念いたしまして、本日のお話を終
わらせていただきたいと思います。どうもありが
とうございました。

5909101.indd   31 2014/11/19   19:38:30



土地家屋調査士

32 No.234

許可番号第１０１０４８７０００７号、石狩第０２３６号、これらは其々私の「猟銃・空気銃所持許可証」の番号と「狩
猟免状」の番号です。銃を持ち狩猟をするためには北海道公安委員会から銃所持と弾購入の許可を得て、
北海道から狩猟免許を得、さらに狩猟地での狩猟者登録という手続きを踏む必要があります。また ３年毎
の更新時講習や射撃技術を維持するための技能講習にパスすることが求められます。銃・銃弾の保管にも
厳重な管理が求められます。規制する法律も銃所持は銃刀法（警察省）、銃弾購入は火取法（経産省）、狩
猟は鳥獣保護法（環境省）と多岐にわたります。

下図は一般的なライフル（左）と、散弾銃（右）の弾薬の断面図です。

散弾は散弾の大きさ数により鳥用、鹿用などに分かれます。ライフル弾はカートリッジの形状・口径な
どにより多数の種類があります。世界で最も普及しているカートリッジの一つとして３０－０６（サンマル
レーロク）があります。これはアメリカ陸軍で開発され１9０６年に制式採用されたものです。１００年以上に
わたり他のカートリッジとの競争に打勝ち現在でも広く使われています。３０は口径を（０. ３インチ）、０６は
制式年度を表しています。他にNATO軍の旧制式カートリッジ３０８（サンマルハチ）があります。これも
広く使われています。（写真３０－０６左と３０８右）

菅　野　貞　一札幌土地家屋調査士会北支部　土地家屋調査士

日高の山々とハンテイング
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現在は銃刀法の改正により散弾銃を１０年以上所持しなければライフルを所持できません。これは、ルネ
サンス佐世保事件など許可された猟銃を使った凶悪事件が頻発し、これらに対応したものです。猟銃所持
に当たり所持条件の厳格化や精神科医の診断書の提出を義務づけるなど銃を持つ環境は厳しさを増してい
ます。

（写真は銃ロッカーと弾ロッカー）

私が初めて銃を手にしたのは中学生のころだったと思います。阿寒町（現釧路市）徹別で育った私には
ごく自然の成り行きでした。５０年前の当時でも銃刀法、鳥獣保護法はあったはずですが、山の中の一軒家、
父親の村田銃で畑のカラスを追い払うのはいわば私の仕事。違法などという感覚は全くありません。
いつかは、自分の銃をもち猟をしたいという気持ちをずっと持っていました。３０代半ばで念願の銃を持
ち２５年以上がたちました。猟の対象は主に蝦夷鹿です。この写真は豚の解体ですが、鹿猟でも現場で解体
をして残滓は埋め、肉は持ち帰ります。

鹿猟には主にマキ、忍び、流しと呼ばれる猟法があります。マキは
勢子が獲物のいる山から鹿を追い出しマチと呼ばれる射手が撃つも
の。忍びとは文字通り鹿に気づかれないよう足跡を追いかけて撃つも
の。流しは車をポイント、ポイントに走らせ鹿を発見し撃つもので
す。一人の時は忍び、二名以上で行くときには流し猟です。いずれも
鹿に発見される前にこちらが撃つ体制を作れるかが成否を握っていま
す。スコープを覗きレチクルを獲物に合わせたときの気持ちは子供の
ころ釣竿から伝わってくる魚の感触にドキドキしたのと同じです。発
見から発射まで、ほんの数秒で勝負は決まります。大体は相手に見つ
かり逃げられてしまうのですが。しかし、日高山々に抱かれての山歩きはそれだけで心を楽しくしてくれ
ます。紅葉の中を歩くのも、雪の中をあえいで歩くのも。
北海道における蝦夷鹿捕獲数は許可捕獲約 ８万頭、狩猟捕獲約 ６万頭で毎年１４万頭が捕獲されているに
も係わらず生息数は増え続づけています。蝦夷鹿による農林業の被害も増え続け平成２３年度は６０億円以上
といわれています。蝦夷鹿の生息数は約６０万頭と言われていますから、一頭当たりの被害額は一万円にな
る計算です。
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（写真は鹿による食害と侵入防止柵）

ハンターの高齢化が言われている一方、最近は若い方の新規登録や女性のハンターグループの活躍も目
立ちます。また、単に捕獲するだけではなく貴重な食肉資源として活用する動きも出始めています。一般
に食肉として普及する日も近いことでしょう。蝦夷鹿を含む野生動物と農林業、そしてハンターとの良い
関係が築き上げられることを期待したいと思います。

最後に北海道教育大学岩見沢校の卒業論文に掲載さ
れた甲骨文字について報告いたします。鹿の肩甲骨な
どに文字を刻む甲骨文字は中国・殷の時代の漢字書体
の一つです。卒論に必要ということで鹿の肩甲骨を依
頼されました。標茶町立病院のS先生、北大水産学部
研究員のK氏に協力を仰ぎ提供した肩甲骨に刻まれた
甲骨文字です。少しは学問にも貢献できたようです。
銃や猟に興味のある方は㈱小宮銃砲火薬店を覗いて
みて下さい。世界の銃器があり見るだけでも楽しいも
のです。コーヒーを飲みなら社長が親切に手続き等を
アドバイスしてくれます。それでは皆様のご健勝を祈
りつつ失礼いたします。

※�カートリッジ、食害の写真等ネット上で公開されている資料写真を一部使用していることをお断りします。
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岩手県相談員派遣の体験

私達、札幌土地家屋調査士青調会（以下青調
会）では ７月 ４日（金）から ７月 ６日（日）の三
日間にわたり岩手県大槌町の仮設住宅へ巡回相談
員を派遣しましたので、実際に見て感じたことを
皆さんにお伝えしたいと思います。きっかけは私
達の隣接士業である札幌青年司法書士会（以下青
司会）の総会で、青司会では岩手県の仮設住宅を
対象に毎月相談員を派遣していることを知り、さ
らに土地家屋調査士に関係する相談もあると知っ
たことが始まりです。
あの甚大な被害をもたらした三年前の東日本大
震災以後、私たち青調会では、土地家屋調査士と
して被災地へ貢献出来ることを模索してまいりま
した。青司会のお声がけもあり、土地家屋調査士
として少しでも被災者の力となれるよう、まずは
一人でも二人でも派遣することが重要であるとい
うことで役員会では満場一致で相談員を派遣する
ことを採決しました。

こうして青調会から相談員を派遣することに
なったわけですが有り難いことに本会、三支部連
合会には今回の活動に御理解を頂き御支援も賜り
最終的には相談員として三名派遣できることとな
り諸先輩には本当に感謝致します。
出発は飛行機の関係で青司会の皆さんよりも一
便早い便で岩手県花巻空港に到着しレンタカーを

借りて被災地に向け出発したわけですが、花巻空
港は内陸部だからなのか全く震災の爪痕などは見
られませんでした。一般道と高速に乗りながら向
かっていくと復興支援道路なる看板がでてきて
徐々に被災地に向かっているんだなと実感しまし
た。最初についた街はラグビーで有名な釜石市で
した。釜石市市街地に入り周りを見渡しました
が、最初の印象は何処が被災しているのか分から
ないくらい復興は進んでいました。青司会との到
着の時間差があったのでとりあえず釜石市市街地
の状況を見てみようと思い釜石市役所に向かいま
した。そこで見たのが庁舎の壁に取り付けられた
「津波浸水深ここまで」の看板です。有に ５ｍ位
はあったかと思います。市役所の庁舎があるとこ
ろは高台にあるため津波の被害は免れたようです
が街全体がこの高さまで浸かったかと思うと本当
に恐ろしいです。庁舎に入ると玄関には七夕が近
いのか短冊が飾られていたのですが短冊には「み
んなの願いがかないますように」と飾られていま
した。私達も被災した全ての人が一日も早く普通
の生活に戻れることを願わずにはいられません。
少し街を散策してみようと思い足を延ばすと隣

に神社がありました。神社は少し標高の高いとこ
ろにあるのですが鳥居は少し低いところにありそ
の横に「津波到達の地」なる碑が建っています。
よく見ると今回の震災でここまで津波が到達した
とのことでわずかに高いところにある神社は被害
を免れたようです。街をよく見渡すと神社や墓地
などはみんな高いところにあります。聞くところ
によると、ここ三陸は過去にも二度津波を経験し
ているようで、きっと過去に津波を経験している
先人たちが御先祖様や神様が津波の被害に遭わな
い場所に祭った、まさに先人の知恵だと思いまし
た。さらに歩くと建物に不思議な記号がありまし
た。建物の壁にバツマークがついているのです。
後から聞いた話によれば建物の所有者がこの建物
は壊さないでほしいと言う意味の記号らしいで
す。

高　田　洋　人札幌土地家屋調査士青調会会長
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こうして釜石市市街地を散策し今回お世話にな
る山田町のビジネスホテルに向かい移動したわけ
ですが途中、今回巡回する仮設住宅がある大槌町
を通り見える光景に愕然としました。何と一見原
野のように見える草むらの中に建物の基礎がある
ではありませんか！
そうです！全て津波で建物が流されたのです！
釜石市はかなり復興していましたが
町民数の少ない大槌町はほとんど復興していま
せんでした。いまさらながらここは被災地だと言
うことを痛感させられました。
一夜明けた朝、大きな余震がありました。宿泊
先の山田町で震度 ４、隣の宮古市で震度 ５弱、巡
回場所の大槌町で震度 ３だったようです。住民に
よると、久しぶりの大きな余震だったらしく一部
開通した三陸鉄道も止まるほどの揺れでした。即
注意を促す放送が町全体に流れ津波の心配は無い
とのアナウンスでしたが札幌では地震もめったに
ないのでとても驚きました。
仮設住宅を訪問する前に私達は初めてというこ
とで山田町役場の目の前にある復興事業案内所に
行き、まず復興状況を勉強しました。復興計画を
３Ｄ操作で知ることができるパネルや震災前後の
様子、津波到来時の映像、今後の復興予定映像を
見ることができ常駐職員による説明を聞くことが
できるため、この先どのように復興事業を進めて
いくかとても分かりやすく札幌でも、月一の青司
会の勉強会に出席していましたがより深く学ぶこ
とが出来ました。じつはこの案内所も仮設でこの
あたりは ２～ ３メートルほど盛土をする地区らし
く数年後には移動するとのことです。
このあと山田町の復興状況、港の復興状況を視
察し大槌町に向かい、町長以下職員も大勢亡く
なった大槌町役場庁舎を視察しました。周囲は原

野そのものに見えましたが道路や建物基礎があ
り、此処が市街地であったことが伺えます。大槌
町の役場は屋上まで津波にのまれた様子で廃墟と
化していました。献花台が備えらており亡くなら
れた方の御冥福を祈り役場を後にしました。
こうして被災地の状況を視察した後、いよいよ

大槌町の仮設住宅の巡回相談がスタートしたわけ
ですが最初にお話しをした被災者が「親族の半分
以上、津波に飲まれ死んだ。建物の基礎に引っか
かり無残な姿となった遺体も見た。今でもときど
き朝、目が覚めるとこれは夢なのかと思う時があ
る。」というお話しをされました。被災した経験
の無い私達にとっては、相槌さえ難しい生の声で
す。遺体を見たときはどんな思いだったのでしょ
う。
私達には想像を絶する大変な経験をされたので

しょうね。今回の相談のほとんどは先行の見えな
い明日への不安や一向に進まない行政への不満、
就職先が地元にはない等、目途の立たない今の生
活への不安のお話しがほとんどで相談と言うより
は誰かに聞いてほしかった思いを私達に話してく
れたという印象を受けました。仮設住宅は玄関と
隣の棟の居間がとても狭く仮設なため壁も薄くて
プライベートを保つのが大変難しいところです。
また様々な地区から入居しているため隣人と話を
することも出来ず孤立して生活している方々も結
構います。そのようなところですので誰かに話し
たい相談したいのに話せないようなことも、私達
には話しやすいのかも知れませんね。そんななか
集会所に集まっている方々がいましたので声をか
けたら、お茶を出してくれました。お話を聞くと
皆これからの不安がありながらもたくましく前向
きに生きて行こうという思いが感じ取れました。
土地家屋調査士の分野の相談としては今回巡回

した仮設住宅では公共事業による高台移転や盛
土、またこれからも津波被害が予想されるような
海岸により近いところは町が買い上げするなどの
地区の出身者が多かったのであまり相談はありま
せんでしたが「地目が雑種地の土地を持ってい
て、そこに家を建てたいと思い行政に相談したら
道路を設けなければ家を建てることが出来ないと
言われたがどうすればよいのか。また、盛土の計
画の有る地区だが、そのような地区でも家を建て
ることができるのか」など自力で再建しなければ
ならない地区に住んでいた被災者にとってはこれ
から土地家屋調査士が必要になると思いました。
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最近はめっきり震災関連のニュースも減り大震災
があった記憶も薄れつつあるのが現状ですが被災
された方々にとっては今もなお震災直後と言って
もいいくらい復興は遅れています。公共事業によ
り復興出来る地区はいいですが特に自力で何もか
も再建しなければならない地区の復興には間違い
なく土地家屋調査士の力が必要だと思いました。

こうして二日間に渡って訪問した仮設住宅を後
にして一路北海道に帰る帰路についたのですが帰
りに司法書士会の大槌町司法書士相談センター
（巡回相談事業の本部）に寄りました。ここでは
私達が仮設住宅で配布したチラシの無料相談を平
日に行っているとのことです。土日に配布したチ
ラシを見て結構相談に来るようなので例え巡回時
に相談がなかったとしても私達が回ったことはこ
こで実っています。帰路の途中で釜石市の海岸部
の地区である平田地区を視察しましたがこの地区
では盛土の計画高を示す赤白の板が設置されてい
ました。釜石市では市が盛土をする前でも計画高

まで個人で盛れば家を建てるのが可能とのことで
すが個人で数メートルも盛るのは費用も掛かるだ
ろうし、盛る高さによっては通常の宅地程度の広
さで計画高まで盛土するのはきっと困難でしょ
う。
最後に行政も特例措置を設けるなどして早期復

興に向け頑張っている様子はうかがえましたが、
現実は ３年たった今も当時のままであまり復興が
進んでいるようには見られませんでした。
｢いつまで今の生活を続けなければならないの

か｣ ｢いつになったら元の生活に戻れるのか｣ と
先の見えない漠然とした不安が住民から痛いほど
伝わってきました。
今回初めて巡回相談に参加しましたが次回参加

するときは土地家屋調査士もチラシがあると話を
し易いと思いました。おそらくほとんどが土地家
屋調査士を知らない方だと思うので、どういうこ
とを業としてやっているのかが分かれば、また違
うお話も聞けたのではないかなと思います。専門
的な話にはあまりなりませんでしたが実際に足を
運び今、困っていることや、悩みを聞くことによ
り、いつも誰かが気にしてくれているんだな　と
思っていただければ幸いです。この度の私達の活
動は土地家屋調査士の「使命を自覚し、国民が利
用しやすい司法制度の発展に寄与し、その使命に
ふさわしい公益的な活動に参加、実践し、公共の
利益の実現に努める」と言う理念によりふさわし
い活動であったと確信しています。土地家屋調査
士のさらなる発展と未来を担う人材の育成を願う
主旨にふさわしい活動だったと確信し今後も継続
事業として続けて行けたらと思います。
�
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◎札幌地域災害復興支援士業連絡会

平成２６年１１月 ５ 日（水）午前１１時から、札幌市
役所本庁舎１０階　市長会議室において「札幌市と
の災害時における相談業務の応援に関する協定締
結式」を行いました。

協定書署名

上田札幌市長

札幌地域災害復興支援士業連絡会の構成は六士
会＋ １である札幌弁護士会、北海道税理士会、公
益社団法人北海道不動産鑑定士協会、札幌司法書
士会、日本公認会計士協会北海道会、札幌土地家
屋調査士会、北海道行政書士会となっており、本
部は札幌弁護士会館に設置されております。
東日本大震災の甚大な被害を目の当たりにし、
北海道においても様々な災害が想定される中、士
業に携わる各団体が協力体制を敷き、災害緊急時
とその後の相談業務のケアに協力して行政、市民
に対する支援をするものです。
当日は上田文雄札幌市長、渡邊光春札幌市市長
政策室長をはじめ、広報部長、市民の声を聞く課
課長、広聴係長等にご列席いただき、札幌地域災
害復興支援士業連絡会からは伊藤考一連絡会会長
（札幌弁護士会）、桑田毅札幌土地家屋調査士会
会長他、１７名が出席しました。

上田市長と伊藤会長による協定書調印取り交わ
しのあと、市長からはより良い町づくりに貢献で
きれば良いですね、共に頑張りましょうとのご挨
拶をいただきました。
また、伊藤会長挨拶では市民に対する様々な相

談に専門家がワンストップサービスで答えること
が出来ることの、士業連絡会結成の経緯を述べら
れ、調査士会　桑田会長挨拶では ２年前からこの
日を目指して協議を積み重ねてきたこと、連携す
ることによってチカラを何倍にも出来ることが述
べられました。

伊藤士業連絡会会長

桑田土地家屋調査士会会長

記念写真撮影

「札幌市災害時相談業務の応援協定書」調印
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平成２６年 ８ 月 ２ 日（土）午前１０時から午後 ５時
まで第 ５回となる表記相談会が開催されました。
今回は札幌市東区「アリオ札幌」の ２階フード
コート前に会場を設定し、週末の土曜日に多数の
来客を対象に土地家屋調査士による社会貢献並び
に制度広報がなされました。
皆様ご存じのように 7 月3１日は「土地家屋調査

士の日」ということで、この日を中心に日本土地
家屋調査士会連合会の企画により全国一斉に無料
相談会が行われているものです。
この相談会は市民に対する社会貢献はもとよ
り、筆界特定制度と土地家屋調査士会ADRの連
携及び登記所備付地図整備の促進、不動産登記制
度の重要性について、広く効果的な周知を図るこ
とができていると考えられております。
会場では、このような催しに対応すべく新しく
作成した「札幌土地家屋調査士会」「土地・建物
登記相談会」を記したのぼりを掲げ、さらには「地
面のボタンのなぞ」DVDを放映して相談者を迎
えました。
フードコート前ということもあり、様々な年代
のカップル、家族連れ等が訪れており、札幌土地
家屋調査士会のオリジナルティッシュや本年度の
新しいパンフレットを配布して土地家屋調査士の
PRを多数の方に可能とするものでした。

◎「全国一斉 不動産表示登記無料相談会」
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平成２６年１１月 ６ 日札幌市議会議長室において、
高橋克朋札幌市議会議長に「法務局が担う登記の
事務及び権限を地方に移管することに反対する要
望書」を提出し、札幌市議会において協議いただ
くようお願いしました。この要望書は札幌土地家
屋調査士会長、札幌土地家屋調査士政治連盟会長
の連名で、また、司法書士会からも同様に要望書
が提出されました。

北海道議会においては、我々の働きかけによ
り、移管反対の採択が平成２４年に既になされてお
ります。
今回、札幌市議会への要望書の提出者として、
札幌土地家屋調査士政治連盟から大場会長、阿部
相談役、北方幹事長が、札幌司法書士会から猿田
会長、河合札幌司法書士政治連盟会長が出席しま
した。
高橋克朋議長の他に、札幌土地家屋調査士制�
度　推進議員連盟から三上洋右会長、五十嵐徳美
幹事長も同席され内容についての説明をさせてい
ただきました。

要望書の内容は、地方分権改革推進のため国か
ら地方への事務及び権限の移譲等について検討が
進められている中で、法務局の事務及び権限は、
国民の財産の保全、不動産取引の安全に寄与する
ため極めて高い信用性、公共性が現行のまま維持
される必要があること、全国統一的・体系的に運
用される事が必要であるとしています。
全国統一的な登記制度を維持することは、国民
のためだけではなく、土地家屋調査士の業務の確
保にもつながると考えております。

　　�

｢札幌市議会議長へ法務局地方移管反対の要望書を提出｣
札幌土地家屋調査士政治連盟

高橋議長、三上議連会長、五十嵐議連幹事長（右から）

高橋議長、阿部政連相談役、大場政連会長、河合司法書
士政連会長、猿田司法書士会会長（左 ３人目から時計回
り）
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平成２６年 9 月１７日、２４日、 ２回にわたり午後 ４
時より「札幌工科専門学校」において土地家屋調
査士の業務を紹介する寄附講座が開催されまし
た。
昨年に引き続き ２年目となるこの講座には、２４
名の出席があり、講義内容は土地を購入してか
ら、建物を新築するまでに、土地家屋調査士がど
のように関与するかをわかりやすく紹介したもの
です。

講座終了後にアンケートを実施しましたが、そ
の一部をご紹介します。

熱心に講義を受ける受講者

講師の小川副会長

Ｑ １　講義内容はわかりやすかったですか？
・�わかりやすかった。（受講者２４人全員）

Ｑ 2　�講義を終えての土地家屋調査士の印象を教
えてください。

・�業務知識だけでなく人とのコミュニケーショ
ン能力を必要とする職業だと思いました。

・�資格を取ることは大事、でもその後仕事で信
頼を得ることができなくては意味がないとい
うことが印象に残りました。

Ｑ 3　�その他受講して感じたことをご記入くださ
い。

・�測量業に従事している者ですが、登記の書類
には普段からお世話になっております。 １枚
の書類にもドラマがあると感じました。（書
類 １枚に歴史が刻まれています。）

・�測量士補の資格を取得して土地家屋調査士の
資格にチャレンジしてみたいと思いました。

最後に土地家屋調査士という職業を一言で言い
ますと、「自分の人生を記憶だけではなく、記録
に残すことができる職業があります。それが土地
家屋調査士です」。

講義に熱が入る講師

◎寄　附　講　座　開　催
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札幌土地家屋調査士会オリジナルポスター、
パンフレットのご紹介

親しみが湧くポスターです 札幌市の古地図ポスターです

平成２6年新作パンフレット

5909101.indd   42 2014/11/19   19:38:39



さっぽろ

43No.234

平成２６年 ８ 月２４日（日）札幌法務局において土
地家屋調査士試験が行われました。現在の調査士
試験は、午前の部として調査・測量に関する知識
及び技能（測量士補、建築士などで免除）につい
て、午後の部として土地家屋調査士に必要な知
識、技能の試験を行います。全ての試験が終わる
１５時３０分頃より試験会場の敷地外（敷地内は許可
されていません）で日本土地家屋調査士会連合会
連から要請のあったアンケートハガキの配布を行
いました。
今回の配布は、札幌青年調査士会会員の方々と
互いの配布物を一緒に配ることにし、１８０名弱の
受験者に対して１０３名に渡すことが出来ました。
土地家屋調査士試験出願者は年々減少傾向にあ
り、今年はついに６, ０００人を割り５, ７５４人と近年よ
り減少幅が大きくなっています。札幌会場は昨年
より若干増加しているとの情報がありましたが、
全体として減少していることは間違いなくこのア
ンケート結果の集積と分析及び対策により減少に
歯止めがかかることが期待されます。

◎平成26年度 土地家屋調査士試験会場で
アンケートハガキを配布しました
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私たち土地家屋調査士にとって常日頃お世話になっている境界標には様々なタイプがあります。皆様ご
存じのとおり、コンクリート杭、金属標（プレート）、金属鋲（タック）石杭、プラスティック杭等ですが、
日本をはじめ海外の境界標識にはどんなものがあるでしょうか。少しだけ杭探しの旅に出てみました。

アメリカの州境にある杭です。マサチューセッツ、コネティカット、
ロードアイランドの ３州の境目を表示しています（左）

イギリス　ハンプシャーの海軍省
にある杭です。錨のマークが象徴的
です（右）

ポーランドにある三角点の標識
です。
標識上に説明が入っています（左）

ポーランドとスロヴァキアに跨
る山の頂上にある杭です。国境を表
示していると思われます（右）

イギリスのペンジという所にある
杭です。
鉄製のようで、サイドに浮き出し
の表示が見えます。
上部のデザインがなかなか日本に
はないものです（左）

プレート状の標識は地面の下にコンクリートのベースを埋設した上
に設置されているものがほとんどのようです（日本のＤＩＤ地区街区
多角点のように）。
プレート上には詳細な説明の刻印がされたり、（下）のようにマー
クや東西南北、イラストが表示されているものも多いようです。

参考資料　Wikipedia�The�Free�Encyclopedia　�Yahoo�「Boundary�Marker,�Boundary�Stone」

境界標の世界（世界の境界標）

アメリカの様々な標識です（上）
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①�市内中央区の創成川通にて三つ並んでいる境界
標らしきものを観ました。

　�　一つはよく見慣れた、境界標。もう一つの、
グリーン色のプレートは地下埋設物標です。

　�　一番大きいのは、旧陸軍が設置したと見られ
る境界標です。

　�　文献などで調べてみますと、横に陸軍の文字
が刻まれ、更に下には用地の文字が刻まれいて
いるはずです。

　�　この辺は昔、軍用地だったことが察っせられ
ます。

　�　頭部は少し破損しているせいか刻みや十字は
見当たりませんが大変に珍しい境界標で私も初
めて観ました。

②�地下埋設物標には、ガスや水道電気などが有
り、埋設物の種類や位置（高さ）を示している
そうです。

③�岩手県の内陸の町、北上市では市との境界は境
界標に番号を付け管理しているそうです。

北海道　（札幌市）

①

②

北海道　（札幌市）
②

岩手県　（北上市）
③
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いつも札幌土地家屋調査士会の会務運営を支え
おります、事務局をご紹介します。
盤石な事務局あっての、調査士会会務運営とい
うことで、いつも激務をこなし頼りにしている皆
さんです。お立ち寄りの際は気軽に声をかけてく
ださいね。

・ �事務局長　西下昭一（写真中央）　長沼町出
身の勤務 ４年目です。ゴルフと日本酒を友人
としております。
・ �事務局職員　井上麻希子（同右）　札幌市出
身の勤務 ７年目です。音楽、ドライブ、睡眠
を友とし、オムライス、お菓子等お子様メ
ニューと仲良くしております。
・ �事務局職員　佐藤逸美（同左）　恵庭市出身
の勤務 １ヶ月（湯気が立っています）。本の
虫だそうで、天ぷら、デザート全般（全
部？）、甘い飲み物（甘酒ではなく）と仲良
くしているそうです。

少し質問をしてみました（ランダム掲載）
Ｑ：�事務局の仕事で最も難しい・苦慮しているこ
とは？

Ａ：�３００名の会員の顔と名前の照合。個人情報や
会費を扱う注意力。始めての事を覚えるのに
必死です。

Ｑ：�仕事の中で興味深い、面白いと思ったこと
は？

Ａ：�何もかもが新鮮。正しい事務処理、新しい業
務を覚えたときのヤリガイ。土地家屋調査士
の名称と業務内容があまり知られていない事
（意外でした）。会長はじめ理事者役員の会
務量が膨大です。

Ｑ：職員として発信したいことは？
Ａ：�調査士の存在をもっと皆さんに知って頂ける
よう、会員の皆さんと共に努力したい。皆様
が求める情報を正しくお知らせしたい（日々
努力！）。早く一人前になれるよう頑張りま
す。

Ｑ：�最後に一言
Ａ：�札幌土地家屋調査士会の“縁の下の力持ち”
としてこれからも頑張ってまいります、また
１０月から職員が １名替わりましたので、慣れ
るまでの間宜しくお願いいたします。

事務局上空から

札幌土地家屋調査士会　事務局のご紹介
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「世の中が大きく変革の時を迎えた」と云われて久しいが、人間様の営みだけではなく、
地球の営みが大きく変革を進めています。それも同時多発ではないでしょうか。
日本はその位置するところから、地震と火山の百貨店であることに、意義無しです。
「地震・雷・火事・おやじ」の伝説は、高度成長期にしんがりの「おやじ」は「ママゴン」に座を明
け渡しましたが、これも今ではすっかり過去のものとなり「地震・雷・台風・火山噴火・火事・ゲリラ
豪雨・・」となり、人間の入る余地はなさそうです。
本当に百貨店になってしまいました。
さらに、彼の火山国アイスランドでは今年の火山噴火が異常な成長を続けているらしいのですが、そ
の基になっている地殻変動の出発点が百貨店日本の沖にある大陸プレートの滑り込みらしいのです。ど
うやら、境界は不動のものではないらしい事を認めねばなるまい、というところでしょうか。
「考える葦」の末席は２４時間の使い方が下手、というより加速装置が付いて自身のみが時間より早く
なり、気が付くと本誌発行の手前におりました。
少しだけ「何これ！？」をやってみましたが、まだまだ手緩いか。
� （編集委員長　高橋育照）

編集後記

発　　　行

発　行　所

発行責任者

編　　　集

印　刷　所

発 行 部 数

平成26年12月25日

札幌市中央区南４条西６丁目 晴ればれビル８階
　　　 TEL 011–271–4593　FAX 011–222–4379
　　　　http://www.saccho.com

札幌土地家屋調査士会
桑　田　　　毅

広　　報　　部

新日本法規出版株式会社

2,200部

平成２６年１０月 ５ 日（日）午前１０時から法務局主
催による全国一斉の休日相談所が開催されまし
た。
法務局の職員、司法書士、公証人、人権擁護委

員、土地家屋調査士が相談員を務めるものです。

札幌土地家屋調査士会は管内の法務局等の会場
に相談員を派遣しました。
札幌法務局本局をはじめ、岩見沢、滝川、室
蘭、苫小牧、新ひだか、小樽、倶知安の ８カ所に
会場が設けられて、地域住民の土地の境界や登記
に関する悩み事の相談に対応しました。

◎「全国一斉�法務局休日相談所」に参加
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